
資料１−１ 

①月経困難症・月経痛がプレゼンティズム・アブセンティズムに与える影響：サマリー 

 

はじめに 

月経困難症および月経痛は、女性の労働生産性や学業成績に深刻な影響を及ぼすことが多く、特に

プレゼンティズム（症状を抱えながらの出勤・通学）やアブセンティズム（欠勤・欠席）の主な要因となっ

ている。本稿では、これらの影響を明らかにし、関連する論文の知見を整理する。 

 

１）月経困難症・月経痛がプレゼンティズムに及ぼす影響   

仕事への影響 

中国の看護師長を対象とした Li ら（2023）の検討では、96.6%がプレゼンティズムを経験しており、そ

の主な原因として月経痛や疲労が挙げられることを示した。また、看護職のように肉体的・精神的負担が

大きい職業では、月経痛が直接的に仕事の質に影響を及ぼす可能性があることが示唆された。また、 

de Arruda ら（2024）のブラジルの横断研究では、月経痛が強いほどプレゼンティズムのリスクが高ま

り、特に月経量が多い場合にはそのリスクが 2.12 倍に上昇することが示された。 

 

学業への影響 

スペインの看護学生を対象とした Abreu-Sánchez ら（2020）の研究では、92.7%が月経困難症

によるプレゼンティズムを経験しており、学業遂行に支障をきたしていることが報告された。特に、看護学の

ような実習を伴う学問では、体調不良であっても出席しなければならない状況が生じやすく、それが学習

効率や成績に悪影響を及ぼす可能性があると指摘した。月経困難症を持つ学生たちがプレゼンティズム

を選択する理由として、「痛みに耐えられる」「欠席する理由として認められない」「学業の重要性」「責任

感・罪悪感」などが挙げられており、これらの社会的な期待や環境要因が、女性が無理をしてでも出席・

出勤する要因となっている可能性がある。 

また、スウェーデンの高校生を対象とした Söderman ら（2019）の調査では、女性の 36%が重度の

月経困難症（NRS スコア 8-10）を経験し、59％が月経困難症のために社会活動を控えたと報告し

た。また、アブセンティズムは 45％の女性が年に数回、14％が毎月経験していることが示された。 

 

２）月経困難症・月経痛がアブセンティズムに及ぼす影響   

仕事への影響 

スペインの女性労働者を対象とした Leon-Larios ら（2024）の調査では、34.3%が月経による欠勤

を考えたものの、実際に休んだのは 17.3%にとどまったことを報告した。また、その背景には職場での評価

を気にする心理的要因が大きく関与していることを示している。 

 



学業への影響 

スペインの看護学生を対象とした Fernández-Martínez ら（2019）の検討では、月経困難症のある

学生は、そうでない学生に比べて 6.95 倍も欠席のリスクが高いことが明らかになった。また、スウェーデンの

高校生を対象とした Söderman ら（2019）の調査では、女性の 14%が毎月欠席し、45%が年に

数回欠席しており、月経困難症が学業に大きな影響を及ぼしていることが示された。オーストラリアの若

年女性を対象とした Armour ら（2020）のメタアナリシスでは、過去 3 回の月経周期のうち 1 回以

上授業を欠席した割合が半数近くに達していることから、月経困難症が学業継続に多大な影響を及ぼ

すことが示された。さらにインドネシアの Davis ら（2018）による学校調査では、月経衛生管理

（MHM）の不備や文化的な羞恥心がアブセンティズムの主な要因となっていることが明らかにされている。 

 

３）改善策とその有効性   

プレゼンティズムやアブセンティズムの影響を軽減するための改善策も研究されている。 

ドイツの就労者を対象にした Cook ら（2023）の研究では、月経痛の重症度や上司へ月経痛がある

ことを正直に報告することがプレゼンティズムと関連しており、職場環境や上司との関係性が、女性労働

者の健康管理や働き方に大きく影響を与える可能性が示された。 

Song ら（2018）の日本の研究では、月経状態や健康状態について情報提供可能である月経管理

アプリ「からだのきもち」を利用した群で、月経困難症の発症率が非利用群よりも有意に低く、労働生産

性も改善されることが示された。 

さらに、身体活動の有効性についても研究されており、原発性月経困難症に対する Matthewman ら

（2018）の RCT のメタアナリシスでは、身体活動が疼痛の強度と持続時間を軽減する可能性が示唆

されている。このように、テクノロジーや生活習慣の改善を取り入れることで、月経関連症状による生産性

の低下を改善することも示されている。 

 

結論 

月経困難症および月経痛は、プレゼンティズムやアブセンティズムを通じて、労働生産性や学業成績に深

刻な影響を及ぼす。文化的要因や職場・学校のサポート環境も大きく関与しており、適切な介入策

（健康教育・モバイルアプリ・職場の理解促進など）が求められる。今後は、より多様な環境下での研

究や、制度的な対策の有効性を評価する研究が必要である。 
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資料１−２ 

②月経困難症・月経痛が QOL に与える影響：サマリー 

 

はじめに 

月経困難症および月経痛は、生殖年齢の女性の多くが経験する症状であり、単なる生理的な不快感

にとどまらず、日常生活や社会活動に大きな影響を及ぼす疾患である。月経困難症は、特に強い下腹

部痛や腰痛を特徴とし、時には吐き気、頭痛、倦怠感などの全身症状を伴うこともある。これらの症状は、

精神的、身体的な QOL の低下を引き起こし、労働生産性の低下やアブセンティズムの増加につながる

ことが示されてきた。 

 

1）月経困難症と QOL  

フランス人女性 3000 名以上を対象に原発性月経困難症の有病率と強度を調査した Fernandez ら

（2020）の調査では、79％月経時疼痛を経験し、24 歳以下の若年女性では、66％が現在月経

困難症であると報告した。月経困難症の女性では QOL（SF-36 スコア）の有意な低下がみられた。オ

ーストラリアの女性における月経困難症の QOL に関する Pouraliroudbaneh ら（2024）のメタアナリ

シスでも、月経困難症を有する女性の QOL が低下することが示されている。 

日本人女性を対象とした Mizuta ら (2023) の調査では、月経困難症が重度になるほど QOL スコ

アが低下すること、特に、慢性的な痛みによる負のスパイラルが QOL に著しい影響を与え、心理的 

QOL も低下することを明らかにした。この結果は、月経困難症が単なる身体的な問題ではなく、精神

的な健康にも大きな影響を及ぼす可能性を示唆している。 

 

2）月経困難症とメンタルヘルス 

日本の働く女性 6,048 名を対象にした Shimamoto ら（2021）の調査では、月経症状が 

HRQoL（健康関連 QOL）を著しく低下させることが示された。特に、一部の身体症状に加え、精神

的・心理的症状が QOL 低下に大きく寄与しており、月経の多面的な性質に対処するための総合的な

介入が必要であると指摘している。 

原発性月経困難症を有する英国女性を対象にした Kapadi ら（2020）の調査では、月経痛が QOL

を低下させること、特に月経痛が重い場合、あるいはうっ血性の月経困難症の場合に、精神的 QOL が

さらに悪化する予測因子となることが示された。 

一方、東京の都市部で働く女性を対象とした Matsumura ら（2023）の調査では、月経困難症の

重症度が高い女性ほど心理的苦痛を抱える傾向があり、仕事のコントロールの度合いが心理的苦痛の

軽減に寄与する可能性が示された。このことは、職場環境の改善が月経困難症の影響を軽減する可能

性を示唆している。また、日本人女性を対象とした Kato ら（2017, 2021）の一連の調査では、月経

痛に対する対処の柔軟性が抑うつ症状に影響を与えることが示されており、痛みへの適応力が心理的健



康の維持に重要であることが示唆されている。 

 

3）月経関連症状の重症度に関わる因子 

月経困難症や月経前症候群（PMS）、月経前不快気分障害（PMDD）の有病率と重症度を調

査した Mitsuhashi ら（2022）のメタアナリシスでは、月経困難症の重症化と関連している因子として、

BMI が低いこと（< 18.5 kg/m2）、および喫煙が挙げられた。 

また、月経困難症のセルフケア尺度と関連因子の関連を検討した Yamamoto ら（2019）の調査で

は、月経痛の程度が食習慣、睡眠習慣と関連することが示された。日本人女子中学生を対象とした

Kazama ら（2015）の調査では、睡眠時間が 6 時間未満であることが中等度から重度の月経困

難症と有意に関連することが示された。同様に、日本の女子大生を対象に、ソーシャル・ジェットラグ（平

日と休日の就寝・起床リズムのズレ）と月経症状・月経周期の関係を検討した Komada ら（2019）

の検討では、1 時間以上のソーシャル・ジェットラグが、重篤な月経症状の有意な関連因子であることが

示された。 

また、月経痛は様々な症状とも関連する。日本人女子大学生を対象にした Yamamoto ら（2022）

の調査では、日本の若い女性集団において、月経痛が機能性ディスペプシアおよび心窩部灼熱症候群

と正の関連があることが示された。 

日本人女性の子宮筋腫が QOL および労働生産性に与える影響を検討した Koga ら (2023) によ

る JOYFUL 調査では、中等度から重度の子宮筋腫に由来する月経症状が QOL の低下と関連する

こと、特に貧血が QOL 低下の主要因であることが報告されている。一方、適切な治療を受けた女性で

は QOL の改善傾向がみられた。 

 

4）月経困難症の重症度と運動習慣 

定期的な運動習慣と月経周辺症状の関連を調査した Mizuta ら（2022）の報告では、定期的な

運動習慣が月経周辺症状の重症度を軽減することが示されており、特に月経前の否定的感情の軽減

に運動習慣が関連することが示唆された。 

日本人女性アスリートと非アスリートを比較した Momma ら（2021）の調査においても、アスリートと比

較して、非アスリートは月経困難症の有病率が高く、重症度も高かった。この 2 つのグループでは、重症

月経困難症に関連する要因が異なっていた。したがって、運動選手と非運動選手の月経困難症の管理

には、異なる戦略が必要であることが示唆された。 

 

5）栄養と生活習慣の影響 

栄養摂取と月経痛の関連性について調査した Naraoka ら（2023）の調査では、動物性タンパク質、

ビタミン D、ビタミン B12 の摂取量が少ない女性ほど、月経痛が重い傾向があることが示された。また、

朝食の摂取頻度や入浴の頻度が低いことも、月経痛の重症度と関連していた。日本の女子医学生を

対象に月経症状と栄養状態を検討した Fukushima ら（2020）の調査では、血清アルブミン値が月

経症状による心理的苦痛に関連することが示された。 



 

6）治療介入が QOL に与える効果 

日本における月経困難症の薬物療法と症状に関するYoshino ら（2022）の検討では、LEP（低用

量エストロゲン・黄体ホルモン）治療が最も有効であることが示された。この研究では、LEP 治療を受け

た女性は月経症状の大幅な改善が見られ、QOL や仕事の生産性も向上したと報告している。一方、

NSAIDs や漢方薬を用いた非 LEP 治療では、同様の改善は認められなかった。この結果は、LEP 

治療が身体的および精神的な月経症状の管理に有効であることを示唆している。 

また、就労女性を対象として月経管理のためのモバイルアプリケーション「からだのきもち」の有効性を調査

した Song ら（2018）の日本の研究では、アプリの使用により月経困難症やうつ病の発生率が低下

し、費用対効果も高いことを確認した。この結果は、デジタルツールを活用した月経管理が、働く女性の 

QOL 向上に寄与する可能性を示している。 

 

 

結論 

月経困難症および月経痛は、QOL の低下や労働生産性の低下に大きく関与しており、特に心理的健

康への影響が深刻であることが示されている。適切な治療として LEP の有効性が確認されている一方で、

生活習慣の改善も重要な要素であり、特に栄養、運動、睡眠の管理が月経症状の軽減に役立つこと

が示唆されている。また、モバイルアプリの活用や職場での支援体制の強化も、働く女性の QOL 向上に

寄与する可能性がある。今後は、より包括的な対策を通じて、月経関連症状に対する社会的支援を

強化していくことが求められる。 

 

 

■引用文献 

[国内エビデンス] 

Fukushima K et al: PLoS One. 2020;15(7):e0235909 

Kato T: Pain Pract. 2017;17(1):70-77 

Kato T et al: Behav Med. 2021;47(3):185-193 

Kazama M et al: Tohoku J Exp Med. 2015;236(2):107-13 

Koga K et al: J Obstet Gynaecol Res 2023;49(10):2528-2537 

Komada Y et al: Chronobiol Int. 2019;36(2):258-264 

Matsumura K et al: Int J Environ Res Public Health. 2023;20(21):7021 

Mitsuhashi R et al: Int J Environ Res Public Health. 2022;20(1):569 

Mizuta R et al: PLoS One 2023;18(3):e0283130 

Mizuta R et al: BMC Womens Health 2022;22(1):200 

Momma R et al: Int J Environ Res Public Health. 2021;19(1):52 

Naraoka Y: Healthcare (Basel). 2023;11(9):1289 



Shimamoto K: BMC Women's Health 2021; 21:325 

Song M et al: J Med Econ. 2018;21(11):1131-1138 

Yamamoto E: Asian J Hum Services 2019;16:68-86 

Yamamoto Y et al: Neurogastroenterol Motil. 2022;34(8):e14324 

Yoshino O et al: Adv Ther. 2022;39(6):2562-2577 

 

[海外エビデンス] 

Fernandez H et al: J Gynecol Obstet Hum Reprod. 2020:101889 

Pouraliroudbaneh S et al: Int J Gynaecol Obstet. 2024;167(1):16-41. 

Sveinsdóttir H: J Clin Nurs. 2018;27(3-4):e503-e513 



資料１−３ 

③月経困難症・月経痛が労働生産性・経済的損失に与える影響：サマリー 

 

はじめに 

月経痛および月経困難症は、女性の健康に大きな影響を与えるだけでなく、労働生産性の低下や経

済的負担をもたらすことが多くの研究で示されている。本レビューでは、これらの疾患が個人および社会の

経済損失に与える影響について、近年の研究をもとにまとめる。 

 

１）月経痛・月経困難症による労働生産性への影響 

日本人女性の月経困難症の治療パターンと経済的負担に関する Akiyama ら（2017）の調査では、

月経困難症患者の年間総医療費が対照群と比較して 2～3 倍高いことが示された。特に外来受診が

費用増加の主要因であり、月経困難症による医療負担の大きさが明らかとなった。 

de Arruda ら（2024）の横断研究においても、月経症状のある女性の 44.2％がプレゼンティズム

（出勤しているが生産性が低下している状態）を経験しており、特に月経量が多い女性や月経痛の強

い女性でプレゼンティズムが顕著であったことが示された。 

また、オランダの一般女性を対象とした Schoep ら (2019)の大規模アンケート調査では、女性の

13.8％が月経中のアブセンティズムを報告し、80.7％がプレゼンティズムによる生産性低下を経験してい

ること、その経験をする日数は年間平均 23.2 日であった。しかし、女性が月経による不調がアブセンティ

ズムの理由であると雇用主や学校に伝えたのは、わずか 20.1%であった。また、Weisberg ら（2016）

は、過多月経と月経痛が重度の女性では、ベッドで過ごす日数が増加し、仕事の生産性が低下すること

を報告している。 

子宮内膜症の影響について検討した Della Corte ら（2020）のナラティブレビューでは、子宮内膜症

に伴う月経痛などの症状が、身体的な影響だけでなく抑うつ、不安の悪化などの心理的な影響を及ぼし、

仕事における生産性の低下や医療資源の大量使用につながると報告した。 

 

２）月経困難症と経済的損失 

過多月経/月経困難症が職務遂行能力に及ぼす影響を評価した Sims ら（2024）の 21 試験のシ

ステマティックレビューでは、過多月経および月経困難症の女性は仕事中のアブセンティズム（欠勤）の

頻度が高く、1 ヵ月あたり 3.2～17.6 時間の欠勤が発生していた。月経困難症伴う推定年間収入損

失は米国では 3,555.20～6,294.17 ドルと推定された。一方、治療による症状改善が、仕事の生産

性の向上と経済的損出の改善に寄与することも報告されている。 

原発性月経困難症（機能性月経困難症）の女性を対象にした Han ら（2022）の韓国の調査で

は、年間コストの推計が 4,053 ドル（補完代替医療の直接費用 1,245 ドル＋生産性損失などの間

接費用 2,807 ドル）に達し、月経困難症が仕事の生産性低下と収入減に関連することが示された。 



日本の大学病院看護師を対象とした Ota ら（2023）の調査では、月経に伴う身体症状を報告した

看護師は、"離職意向"を有する可能性が高いことが示された。そのため、月経痛などの身体症状に対す

る介入は、看護師の就労継続支援につながる可能性が示唆された。 

 

３）月経痛に与える勤務環境の影響 

日本人看護師の夜勤頻度と月経不順の関係を分析した Mayama ら（2020）の調査の中で、月

間で 8 回以上夜勤になると月経痛のリスクが高まることを報告している。その一方、日本の女性労働者

を対象にした Nishikitani ら（2017）の調査では、勤務間インターバルが 11 時間より短い女性労働

者と、11 時間より長い労働者に比べて月経周期異常が多い傾向が示されたが、月経痛が仕事に与え

る影響に関しては有意差は認められなかった。これらの結果から、職場環境が女性の月経健康に影響を

及ぼす可能性は検討の余地が残されている。 

 

４）月経困難症患者の治療アクセスの促進 

続発性月経困難症（SD：器質性月経困難症）患者の受診に関する Ishida ら（2024）のデータ

ベース研究では、SD による外来受診およびホルモン療法による外来受診が、器質性月経困難症管理

料導入後に有意な上昇傾向を認めたことから、このような経済的な支援が月経困難症を有する女性の

治療へのアクセスを促進する可能性がある。 

 

結論 

月経痛および月経困難症は、女性の QOL の低下だけでなく、労働生産性や経済的損失にも大きく影

響を与えることが示されている。アブセンティズムやプレゼンティズムの増加により、年間数千ドル規模の経

済的損失が生じる可能性があることが明らかとなった。特に、月経教育の普及や職場環境の改善が、女

性の健康管理と労働生産性向上の鍵となると考えられる。今後の研究では、企業や社会全体での対

策を講じることで、女性の健康と経済活動の両立を支援する施策の検討が求められる。 
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資料２−１ 

④PMS/PMDDがプレゼンティズムおよびアブセンティズムに与える影響：サマリー 

 

はじめに 

月経前症候群（PMS）および月経前不快気分障害（PMDD）は、女性の生活の質や労働生産性

に大きな影響を及ぼす疾患である。これらの疾患により、多くの女性が職場や学校でのプレゼンティズム

（出勤しているがパフォーマンスが低下している状態）やアブセンティズム（欠勤）の問題を抱えることが

ある。本稿では、これらの疾患がプレゼンティズムおよびアブセンティズムに与える影響について、最新の研

究をレビューし、関連する知見をまとめる。 

 

1）PMS および PMDD とプレゼンティズムの関連性 

PMDD の症状とプレゼンティズム 

PMDDと診断された女性が職場で経験する具体的な症状として、Hardyら（2017）の質的研究は、

集中力の低下、感情の爆発、自己不信などを挙げている。これらの症状がプレゼンティズムを引き起こし、

業務効率の低下や職場での対人関係の悪化につながることが報告されている。また、PMDD 患者は症

状が消失した後、これらの生産性低下を補うため、月経周期のエピソード後、長時間働いたり仕事を家

に持ち帰ったりするなどの過代償性行動をとることが報告されている。このような周期が継続することで、キ

ャリアの中断や離職につながる可能性も高いとされた。 

 

2）PMS および PMDD とアブセンティズムの関連性 

学業に対する影響 

日本の高校生 901 名を対象に、PMS や PMDD が学校欠席（アブセンティズム）に与える影響を調

査した Tadakawa ら（2016）の横断的研究では、学生の 11.9％が PMS や PMDD に関連した症

状により月に 1 回以上欠席していた。不眠・過眠や身体的症状（乳房の圧痛、腹部膨満感、頭痛、

関節や筋肉痛など）が欠席のリスク要因として特定され、さらに、塩分の多い食事を好む傾向や定期的

な運動の不足といった生活習慣も欠席と関連していた。これより、思春期における適切な運動や食習慣

指導の重要性が示唆されている。 

 

社会経済的要因 （論文のエビデンスの記載からは欠席に関する論文ではなさそう？） 

社会経済的階層の違いが PMS や月経不順の頻度に与える影響を調べた Nasrullah ら（2016）の

パキスタンでの報告では、低所得層の女子生徒で PMS の罹患率が高いことが示された。すなわち、低所

得層の女性は医療アクセスの制限や生活環境の影響を受けやすく、欠席が増加するリスクが高いと考え

られた。 

 



教育・支援の必要性 

日本の女性労働者 2000 名を対象とした Imamura ら（2020）の全国調査による横断的研究で

は、ヘルスリテラシー（HL）が高い群では PMS のプレゼンティズムが有意に少ないことが示され、ヘルスリ

テラシーが PMS の管理において重要な要素となることが示唆された。 

PMDD をかかえる女性が必要とする職場での支援に関する Hardy ら（2017）の調査では、女性従

業員の PMS および PMDD に対する認識を高めること、柔軟な勤務体制や相談窓口の設置などの支援

が、プレゼンティズムおよびアブセンティズムを軽減する可能性があることが示された。また、フェムテックの活

用やヘルスリテラシー教育を通じて、労働環境を改善する取り組みも効果的であることが示唆された。 

 

結論 

PMS および PMDD は、教育現場や職場における女性のプレゼンティズムおよびアブセンティズムに大きな

影響を与える疾患である。これらの問題を軽減するためには、教育、医療支援、職場環境の改善が不

可欠である。特に、ヘルスリテラシーの向上や柔軟な勤務体制の導入は、労働生産性の向上につながる

可能性がある。研究者、雇用主、政策立案者、医療専門家が協力し、女性の健康と労働環境の改

善に向けた取り組みを進めることが重要である。 

 

【国内エビデンス】 

1. Tadakawa M et al: Biopsychosoc Med 2016;10:13 

2. Imamura Y et al: JMA J 2020;3(3):232-239 

 

【海外エビデンス】 
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資料２­２ 

⑤PMS/PMDD が QOL に与える影響︓サマリー 

 
はじめに 
⽉経前症候群（PMS）および⽉経前不快気分障害（PMDD）は、⼥性の⽣活の質（QOL）に深
刻な影響を及ぼす疾患であり、⾝体的・精神的症状が多⽅⾯にわたる影響をもたらす。PMS は、運動
習慣やストレス管理の影響を受けやすく、⽣活習慣の改善が症状の軽減に寄与する可能性が⽰されて
いる。⼀⽅、PMDDは精神症状が顕著であり、不安、抑うつ、感情の爆発、⾃⼰不信といった症状が強
く、QOL の低下がより深刻である。特に労働⽣産性への影響が⼤きく、職場でのストレス増⼤やキャリア
機会の喪失と関連している。 
本稿では、PMS および PMDD が QOL に及ぼす影響を、精神的健康、労働⽣産性、社会経済的背
景、治療・⽀援の必要性といった観点からレビューし、それぞれの疾患における特異的な影響を明らかに
する。 
 
１）PMS および PMDD と QOL の低下  
PMS と QOL 
PMS が⼥性の QOL 低下に及ぼす影響については明確にされてきた。PMS が⼥性の QOL に影響を与
える要因を評価した HadaviBavili ら（2024）の調査では、PMS の重症度が⾼いこが QOL にマイナ
スの影響を与えることを報告した。また、⽉経困難症の⼥性を対象とした Quick ら（2019）の調査で
は、PMS を有する場合に周⽉経期（⽉経周期 3〜4 ⽇⽬）の QOL スコアが有意に低下することを報
告した。インドの⼥⼦⼤学⽣を対象とした Bhuvaneswari K ら（2019）の調査でも、PMS がすべて
の領域で QOL の低下と関連することが報告された。 
PMS における QOL 低下に影響を及ぼす因⼦としては、⽇本⼈⼥⼦⾼校⽣を対象とした Takeda ら
（2020）の調査では、⽉経前症状質問票（PSQ）測定される⽉経に対する不公平感の認識が、
⽉経前症状に影響することが⽰された。また、PMS 患者の QOL と線維筋痛症候群（FMS）の関連
を調査した Soyupek ら（2017）の研究では、PMS 患者では精神的 QOL が低下するが、FMS を合
併した PMS では⾝体的 QOL が低下することが報告された。 
 
２）PMS および PMDD とメンタルヘルス 
PMS とメンタルヘルス 
PMS の症状は、メンタルヘルスにも深く関与している。⽇本の⼥⼦医学⽣を対象に、PMS と⼼理的苦
痛との関連を分析した Fukushima ら（2020）の研究では、PMS が⼼理的苦痛のリスク要因である
ことが⽰され、さらに栄養状態と PMS 症状との関連では、アルブミン値が⼼理的苦痛と関連していること
が報告されている。 



 
PMDD とメンタルヘルス 
PMDD は PMS よりも精神症状がより顕著であり、特に感情の爆発、不安、抑うつ、イライラ、⾃⼰不信
といった症状が強く現れることが知られている。Balık ら（2015）の研究では、PMDD患者の⽅がPMS
患者よりも HAD-A（不安尺度）および HAD-D（抑うつ尺度）のスコアが有意に⾼いことが報告され
ている。また、PMDD 群は PMS 群よりも SF-36 の全スコアが低く、あらゆる⽣活領域において QOL が
低下していた。これらの結果は、PMDD が PMS よりもより深刻な精神的影響を及ぼすことを⽰唆してい
る。 
 
３）QOL 低下に対する運動・リテラシーの効果 
PMS と運動 
PMS による QOL 低下に対し、継続的な運動が有効であることが報告されている。 
また、⽇本の⼥⼦⼤学⽣を対象に⾝体活動量と PMS 症状との関連を検討した Kawabe ら（2022）
の調査では、⾝体活動量が多い⼥性ほど PMS の⾝体的・⼼理的症状が軽度であることが⽰された。⽇
本の⾼校⽣を対象に、PMS と⽣活習慣の関連を調査した Yoshimi ら（2019）の横断研究では、中
等度から重度の PMS に対し、睡眠、⾷⽣活に加え、運動部への所属が PMS に有意に影響することが
⽰された。中国の⼥⼦⾼⽣ 233 名を対象とした Chen ら（2023）の中国の検討でも、⼀定以上の
運動参加が PMS の症状に関連することを⽰している。 
 
PMS とヘルスリテラシー 
Takeda ら（2018）は、東⽇本⼤震災が被災地の思春期⼥⼦の⽉経前症状に関するデータの再分
析を⾏い、教育プログラムを受けた学⽣の PMS/PMDD の重症度は、震災前後で変化は⾒られなかっ
たが、教育を受けなかった⽣徒では、PMS/PMDD の重症度が悪化することを明らかにした。⾼校⽣の
PMS に関する教育の効果を調査した Babapour ら（2023）の調査でも、教育介⼊が PMS スコアを
有意に改善させることを報告した。 
⽇本の⼥性労働者を対象に、PMS教育後の労働⽣産性の変化を調査した Ozeki ら（2024）の研
究では、参加者の 4.9％が医療援助を求め、医療援助を求めた中等度から重度の PMS の⼥性は⽉
経間症状を緩和した。PMS 教育後に医療援助を求めた割合が少ないことが課題である。そのため、
PMS を有する⼥性への啓発が重要であることが⽰唆された。 
 
 
結論 
PMS および PMDD は、⼥性の QOL に多⼤な影響を与えている。⾝体的症状や精神的健康、職業
⽣活、社会経済的背景など、さまざまな要因が PMS の重症度や QOL の低下に関与していることが⽰
されている。特に、運動や健康教育、職場⽀援の充実が PMS の症状を軽減し、QOL の向上に寄与す
る可能性が⽰唆されている。今後は、PMS および PMDD の予防策や管理⽅法の開発が求められるだ



ろう。 
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資料２­３ 

⑥PMS/PMDD が経済的損失・⽣産性に与える影響︓サマリー 

 
はじめに 
⽉経前症候群（PMS）および⽉経前不快気分障害（PMDD）は、⼥性の⽣活の質（QOL）や労
働⽣産性に影響を及ぼすことが多くの研究で報告されている。PMS/PMDD に伴う症状は、プレゼンティ
ズム（出勤しているがパフォーマンスが低下している状態）やアブセンティズム（⽋勤）の増加を引き起
こし、経済的損失につながる可能性がある。本レビューでは、PMS/PMDD が労働⽣産性や経済負担に
与える影響について、近年の研究をもとに考察する。 
 
 
１）PMS/PMDD の労働⽣産性（仕事関連 QOL）への影響 
PMS は、職業⽣活にも⼤きな影響を与えている。ヨルダンの看護師を対象に、PMS と仕事関連 QOL
の関係を調査したAl-Hmaidら（2024）の研究では、PMSを持つ看護師は仕事への満⾜度が低く、
職場ストレスが⾼いことが⽰された。このことは、PMS が労働⽣産性の低下やキャリアの機会喪失につな
がる可能性を⽰唆している。エジプトの医療従事者と⾮医療従事者を⽐較したMahmoud ら（2024）
の調査では、医療従事者における PMS の有病率が⾼く、仕事関連 QOL が低下していることを報告し
た。この研究は、特定の職種における PMS の影響を考慮した職場環境の改善の必要性を⽰している。
また、トルコの看護師を対象とした Kahyaoglu Sut ら（2016）の調査でも、PMS の有病率が
38.1%であり、PMS が仕事関連 QOL に負の影響を及ぼしていることを明らかにされた。特に、PMS の
ある看護師は職場でのストレスが⾼く、仕事へのコントロール感が低いことが指摘されている。
Maheshwari ら（2023）によるインドの勤労⼥性を対象とした調査でも、PMS ⼥性で仕事の QOL
が低下していることを報告している。 
Ozeki ら(2024)は、⽇本の⼥性労働者を対象に、⽉経前症候群に関するオンライン教育後の労働⽣
産性の変化を調査した。研究結果によると、中等度から重度の PMS を持つ⼥性のうち、医療援助を求
めた⼥性は、⽉経間症状の有意な改善を報告したものの、PMS 教育後に医療援助を求めた割合は
4.9%とわずかであり、⽉経時のプレゼンティズムには有意な改善が⾒られなかった。中程度から重度の
PMS の被験者は、周期全体を通して⽉経による苦痛をより強く感じ、仕事における⽣産性も、軽度から
中程度の PMS の被験者よりも低いと報告している。また、Imamura ら(2020)は、⽇本の⼥性労働
者を対象とした全国調査で、ヘルスリテラシー（HL）が⾼い⼥性は PMS によるプレゼンティズムが有意
に少ないことを報告しており、HL の向上が PMS の管理に重要な要素であることを⽰唆している。 
 
２）PMS/PMDD と職業⽣活の質 
PMS は職業⽣活の質（WRQoL）にも影響を及ぼすと考えられる。Kahyaoglu Sut et al. (2016)



は、トルコの看護師を対象とした研究で、PMS のある看護師は PMS のない看護師よりもWRQoL スコ
アが低いことを⽰し、特に職場ストレスを除くすべての要因において有意な低下が⾒られた。また、
Maheshwari et al. (2023)の南インドの⼥性労働者を対象とした研究では、48.4％の⼥性が PMS
を有し、そのうち 35.3％が仕事の質の低下を経験していたことが報告された。 
 
２）PMS の勤務状況への影響 
勤労⼥性を対象とした Hardy ら（2017）のインタビュー調査では、PMDD による集中⼒の低下などの
様々な症状が、職場で⾒られるプレゼンティズムやアブセンティズムの⼀因となり、これらが⻑期に繰り返す
ことで、失職や退職などの影響が⽣じることを指摘している。また、PMS を経験する⼥性の職業参加に関
する Park ら（2023）の質的研究では、PMS 症状が職業的ルーチンや対⼈関係に⽀障をきたすこと
を明らかにした。特に、PMS を管理するための⾃⼰認識が重要であり、適切な⽀援を講じることが必要で
あると結論付けている。 
 
結論 
PMS/PMDD は、⼥性の QOL 低下のみならず、労働⽣産性の低下や経済的損失にも⼤きく影響を与
えることが⽰されている。プレゼンティズムやアブセンティズムの増加により、職場でのパフォーマンスが低下し、
⻑期的には経済的負担が増⼤する可能性がある。特に、ヘルスリテラシーの向上や PMS 管理のための
職場ポリシーの改善が、⼥性の健康管理と労働⽣産性の向上に不可⽋であると考えられる。今後の研
究では、企業や社会全体での取り組みを進めることで、⼥性の健康と経済活動の両⽴を多⾯的に⽀援
する施策の検討が求められる。 
 
【国内エビデンス】 
1. Ozeki C et al: BMC Womens Health 2024;24(1):242 
2. Imamura Y et al: JMA J 2020;3(3):232-239 
 
【海外エビデンス】 
3. Al-Hmaid Y et al: Cureus. 2024;16:e53427 
4. Mahmoud NA et al: J Egypt Public Health Assoc. 2024 Aug 1;99(1):18 
5. Maheshwari P et al: Ind Psychiatry J 2023;32(2):255-259 
6. Kahyaoglu Sut H et al: Saf Health Work 2016;7(1):78-82 
7. Hardy C et al: J Psychosom Obstet Gynaecol 2017;38(4):292-300 
8. Park Y et al: British Journal of Occupational Therapy 2023;86:639-647 
 



資料３−１ 

⑦異常子宮出血および過多月経がプレゼンティズム・アブセンティズムに与える影響：サ

マリー 

 

はじめに 

生殖可能年齢女性におきる異常子宮出血（Abnormal Uterine Bleeding, AUB）および AUB に

含まれる過多月経（Heavy Menstrual Bleeding, HMB）は、女性の健康や生活の質（QOL）

に大きな影響を及ぼす疾患である。特に、これらの症状は貧血、疲労、集中力の低下を引き起こし、結

果として労働生産性に影響を与える可能性が指摘されている。近年の研究では、異常子宮出血や過

多月経がプレゼンティズムおよびアブセンティズムの増加に関連していることが明らかになっていることから、こ

れらの疾患が労働生産性に及ぼす影響について、公衆衛生学的視点から分析する。 

 

１）異常子宮出血および過多月経によるプレゼンティズム 

日本人女性における過多月経患者のプレゼンティズム 

日本において、過多月経の影響を調査した Ito ら（2024）の横断研究{Ito, 2024 #1}では、鉄剤

を服用している女性のうち、悪心や嘔吐の有無が労働生産性と関連していることが示された。この研究で

は、385 名の女性を対象に、鉄剤の副作用と QOL との関連性を調査した結果、悪心や嘔吐がある患

者では、プレゼンティズムや全体的な労働障害が有意に高いことが確認された（p < 0.001）。また、

EQ-5D ユーティリティスコアが低いほど、労働生産性の低下が顕著であった。 

 

国際的なエビデンス 

過多月経および異常子宮出血が職務遂行能力に与える影響を調査した 21 件の研究を対象とした

Sims ら（2024）のシステマティックレビューでは、女性の半数以上が月経症状に起因するパフォーマン

ス低下を経験していることが報告されており、特に貧血がある女性は通常の業務遂行が困難であることが

指摘されている。デスクワークを含む職種では集中力の低下が、体力を要する職種では疲労の増大がプ

レゼンティズムの主な要因となっていた。また、米国における経済的損失の推計では、過多月経によるプレ

ゼンティズムが年間 20 億ドル以上の損失を引き起こしていることが示された。この損失は、未治療また

は不十分な管理によるものであり、月経関連症状の適切な治療が生産性向上に寄与する可能性が示

唆されている。 

 

２）異常子宮出血および過多月経によるアブセンティズム 

異常子宮出血および過多月経がアブセンティズムの要因となっていることも報告されている。症状が重度

の場合、女性は頻繁に仕事を休むことを余儀なくされ、結果として職場での役割が縮小されるリスクがあ



る。 

 

欠勤の増加とその要因 

Sims ら（2024）のレビューによると、過多月経の女性は正常な月経周期の女性と比較して、欠勤す

る可能性が高いことが示されている。特に、月経中のアブセンティズムは、月経困難症と同様に欠勤への

影響が強く、1 ヶ月あたりの欠勤時間は 3.2〜17.6 時間に及んだ。また、パートタイム労働者はフルタ

イム労働者と比較して、月経症状によるアブセンティズムが多い傾向が見られた。さらに、貧血による疲労

感が長期的な欠勤の主な要因となっており、一部の女性は治療を受けることで症状が改善し、アブセン

ティズムが減少したことが報告されている。RCT（ランダム化比較試験）において、鉄剤治療を受けた女

性の多くは、数ヶ月後に仕事の生産性が向上し、アブセンティズムの減少が観察された。 

 

３）経済的影響 

米国における Sims ら（2024）の調査{Sims, 2024 #2}では、過多月経の女性の年間収入損失

が 77.90〜2,473.71 ドルに上ると推定されており、この損失は低所得層の女性ほど顕著であった。特

に、低所得層の女性は医療機関へのアクセスが限られており、適切な治療を受ける機会が少ないことが、

欠勤の増加につながっている。 

 

４）結論 

月経に関連する健康課題は、個人の QOL の低下のみならず、労働市場における女性の活躍や経済

的側面にも影響を及ぼすことが明らかになった。特に、過多月経や月経困難症を持つ女性においては、

プレゼンティズムやアブセンティズムが顕著であり、結果として職務遂行能力の低下や収入の損失につな

がっている。今後、公衆衛生学的な観点からは、職場における柔軟な勤務体制の導入や、適切な医療

へのアクセスの確保、ヘルスリテラシーの向上が求められる。月経に関連する健康問題に対する理解を深

め、社会全体で支援体制を整備することが、女性の健康と労働生産性の向上に寄与すると考えられる。 

 

 

■引用文献 

[国内エビデンス] 

Ito K et al: BMC Womens Health 2024;24(1):303 

 

[海外エビデンス] 

Sims H et al: Women's Reproductive Health 2024;11:166-181 

 



資料３−２ 

⑧異常子宮出血（過多月経を含む）がQOL に与える影響：サマリー 

 

はじめに 

過多月経（Heavy Menstrual Bleeding, HMB）および異常子宮出血（Abnormal Uterine 

Bleeding, AUB）は、多くの女性の健康に影響を及ぼし、QOL（Quality of Life: 生活の質）を低

下させる主要な要因の一つとされる。これらの症状は、貧血、疲労、疼痛、精神的ストレス、生産性の低

下など、日常生活に広範な影響を与える。本稿では、HMB および AUB が QOL に与える影響に関する

研究を整理し、その影響について考察する。 

 

１）過多月経および異常子宮出血が QOL に与える影響 

身体的健康への影響 

HMB および AUB は、貧血や疲労を引き起こし、身体機能の低下をもたらす。内科外来を受診した生

殖年齢の女性を対象とした Kocaoz ら（2019）の調査では、HMB の有病率は 37.9%であり、月経

期間の延長とともに身体機能が低下することが示された。一般女性を対象とした Weisberg ら（2016）

のアンケート調査では、HMB に伴う重度の月経痛が女性の QOL に極めて大きな影響を及ぼし、出血

量が多い女性で寝たきりになる日数が増加することを報告している。また、HMB の治療歴のある女性を

対象とした Peuranpää ら（2014）の調査では、貧血が QOL に影響を及ぼすこと、HMB を発症し

た患者ではヘモグロビン値の回復には長期間を要することなどが示された。 

ブラジルの生殖期女性を対象に、AUB の有病率などを調査した Rezende ら（2023）の研究では、

AUB の自己認識率が 31.4％であり、AUB を認識している女性の 47％が貧血の診断を受け、約

80％が QOL の低下を訴えた 

一方、子宮筋腫の診断を受けた日本人女性を対象とした Koga ら（2023）の調査では、子宮筋腫

を有する女性の多くが過多月経などの子宮筋腫様症状を有しており、特に貧血が QOL および仕事の生

産性の低下をもたらすことを報告した。 

 

精神的・心理的影響 

HMB および AUB は、精神的健康にも悪影響を及ぼす。HMB を経験した女性を対象とした Karlsson

ら（2014）の調査では、正常な月経を持つ女性と比較して、健康関連 QOL（HRQoL）が著しく低

下しており、特に、不安や抑うつ症状などの精神症状の発症率が高く、社会的な制約が増える傾向にあ

ることが示された。 

さらに、 HMB または月経困難症（DM）を有する若年女性を対象とした Pouraliroudbaneh ら

（2024）の 55 件のシステマティックレビューでは、HMD の症状が学業成績や日常生活に重大な影響

を及ぼすこと、若年女性の 80%以上が骨盤痛に加え、睡眠障害や気分障害などの精神的影響を経



験しており、満たされていないニーズが多く存在するが、情報へのアクセスが限られているため、症状の管

理が不十分で、その結果としての QOL が損なわれていることを報告した。 

異常子宮出血（AUB）を呈するタイ人女性を対象にした Wongwananuruk ら（2022）の調査で

は、AUB を有する女性では、一般的な女性よりも QOL が低く、なかでも慢性 AUB や閉経後出血を有

する女性で QOL が特に低いことを明らかにした。 

 

労働・学業への影響 

HMB および AUB は、職場や学校における生産性にも大きな影響を及ぼす。過多月経または貧血で鉄

剤を服用している女性を対象とした Ito ら（2024）の調査では、HMB や貧血による吐き気や嘔吐が

労働生産性の低下と関連していることが示された。症状を抱える女性はプレゼンティーイズム（出勤して

いるが生産性が低い状態）が高く、仕事のパフォーマンスにも悪影響を及ぼしていた。 

また、若年女性における月経障害の影響を調査した Pogodina ら（2022）の研究では、月経困難

症や希発月経を持つ女子生徒のQOLスコアが低く、感情機能領域で特に悪影響を受けていることが明

らかになった。 

 

２）治療介入の必要性 

HMB および AUB に対する適切な診断と治療が必要となる。前述の Peuranpää ら（2014）の

HMB を有する女性の調査では、貧血が QOL を低下させるが、逆に貧血の改善が QOL 改善と関連す

ることも報告している。 

また、Hacioglu ら（2016）は、過多月経を持つ女性の 40%が出血障害を有しており、そのうち一部

はフォン・ヴィレブランド病などの遺伝性疾患であることを明らかにした。このことから、原因不明の HMB に

対しては、血液検査を含む適切な診断が必要である。 

HMB に対する治療法として子宮鏡下子宮内膜切除術（ER）や子宮内膜アブレーション（GEA）を

用いた場合の有効性を検討した Vitale ら（2022）の研究では、ER や GEA 療を受けた患者は子宮

摘出術を受けた患者と比較して、身体機能や活力に関する QOL スコアが低いことを報告した。 

 

３）結論 

HMB および AUB は、月経困難症などとは異なり、長期に渡ってあるいは不規則に症状が現れるため、

身体的・精神的健康、労働生産性、学業成績など、女性の QOL に幅広く影響を及ぼすと考えられる。

これらの症状を適切に管理するためには、早期の診断と治療、鉄補充療法や疼痛管理などの医療的介

入が不可欠である。今後、女性の健康と QOL 向上のために、HMB および AUB に関するさらなる研究

と啓発活動が必要である。 
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資料３−３ 

⑨異常子宮出血（過多月経を含む）が経済・労働生産性に与える影響：サマリー 

 

 

はじめに 

過多月経（HMB）および異常子宮出血（AUB）は、多くの女性にとって生活の質（QOL）の低下

や労働生産性の損失を引き起こす重要な健康問題である。これらの症状は、貧血を伴うことが多く、医

療費の増加や職場でのプレゼンティズム（出勤しているが生産性が低下している状態）およびアブセンテ

ィズム（欠勤）につながることが指摘されている。本レビューでは、HMB/AUB が労働生産性や経済負

担に与える影響について、近年の研究をもとに考察する。 

 

１）過多月経（HMB）による労働生産性の低下 

日本の HMB や貧血のために鉄剤を服用している女性を対象とした Ito ら（2024）の研究では、鉄剤

による悪心や嘔吐が QOL や労働生産性に影響を与えることを示した。特に、悪心や嘔吐を有する女性

は、プレゼンティズムの増加や労働生産性の低下がもたらされた。また、オーストラリアの女性を対象とした

Weisberg ら（2016）のアンケート調査では、HMB に重度の月経痛を伴う場合は、HMB 単独の場

合よりも QOL のあらゆる側面で顕著な低下がみられ、寝たきりの日数が増加し、その結果労働生産性

の低下を招くことが報告された。 

子宮筋腫の診断を受けた日本人女性を対象とした Koga ら（2023）の調査においても、子宮筋腫を

有する女性の多くが過多月経などの子宮筋腫様症状を有しており、特に貧血が QOL および仕事の生

産性の低下をもたらすことが示された。同様に、子宮筋腫の女性患者を対象とした Marsh ら（2018）

の調査では、「子宮筋腫のリスクあり」の女性は月経出血量が多く、労働生産性の低下に影響を及ぼす

ことが報告された。 

 

２）治療法と経済的影響 

異常子宮出血に対する治療法の費用対効果についても研究が行われている。Miller ら（2015）の

米国の解析では、子宮内膜切除（GEA）が子宮摘出と比較して費用対効果が高く、欠勤日数の減

少に寄与することが示された。また、のドイツの医療保険データを用いた Kessel ら（2015）の研究では、

ラジオ波焼灼療法（RFA）が子宮摘出よりもコスト削減効果があり、治療後の外科的介入の必要性

が低いことが示された。 

 

結論 

過多月経および異常子宮出血は、女性の QOL や労働生産性の低下を引き起こし、経済的負担を増

大させる主要な要因である。HMB/AUB によるプレゼンティズムやアブセンティズムは、生産性低下や医



療費の増加をもたらし、職場環境や医療制度への影響が懸念される。特に、治療選択肢の適切な活

用が、経済的損失を抑えながら QOL を改善する鍵となる。今後の研究では、女性の健康管理と労働

生産性の向上を両立させるための政策や医療介入の最適化が求められる。 
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資料４−１ 

 

Supplementary Table S1. Full electronic search strategies used in this review. 

Detailed search strategies for each database, including keywords, Boolean operators, and 

limits. 

 

Database Search strategy 

PubMed 

("dysmenorrhea"[Title/Abstract] OR "dysmenorrhoea"[Title/Abstract] OR  

"menstrual pain"[Title/Abstract] OR "menstrual cramps"[Title/Abstract] OR  

("premenstrual syndrome"[Title/Abstract] OR "premenstrual dysphoric disorder"[Title/Abstract]OR  

"menstrual molimina"[Title/Abstract] OR "premenstrual syndrome"[Title/Abstract]) OR  

("abnormal uterine bleeding"[Title/Abstract] OR "heavy menstrual bleeding"[Title/Abstract] OR 

"metrorrhagia"[Title/Abstract] OR "menorrhagia"[Title/Abstract] OR "hypermenorrhea"[Title/Abstract] OR  

"menometrorrhagia"[Title/Abstract] OR "heavy uterine bleeding"[Title/Abstract] OR  

"irregular menstrual bleeding"[Title/Abstract] OR "irregular uterine bleeding"[Title/Abstract] OR  

"intermenstrual bleeding"[Title/Abstract]) OR "menstrual related symptoms"[Title/Abstract]) AND  

("Presenteeism"[Title/Abstract] OR "Absenteeism"[Title/Abstract] OR ("QOL"[Title/Abstract] OR  

"quality of life"[Title/Abstract]) OR ("economy"[Title/Abstract] OR "economic"[Title/Abstract] OR  

"damage"[Title/Abstract] OR "burden"[Title/Abstract]) OR "working"[Title/Abstract]) AND  

2014/01/01:2025/12/31[Date - Publication] 

Scopus 

( TITLE-ABS( dysmenorrhea OR dysmenorrhoea OR "menstrual pain" OR "menstrual cramps" OR  
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Abstract 40 

Background 41 

Menstruation-related disorders, including dysmenorrhoea, premenstrual syndrome (PMS)/ 42 

premenstrual dysphoric disorder (PMDD), and heavy menstrual bleeding (HMB)/ abnormal 43 

uterine bleeding (AUB), are common among women of reproductive age and associated with 44 

impairments in quality of life (QOL), mental health, and daily functioning. Increasing 45 

evidence indicates that these conditions adversely affect academic and work productivity, 46 

with presenteeism constituting a major component of the economic burden. However, the 47 

existing evidence remains fragmented. 48 

Materials and Methods 49 

A systematic literature search of the PubMed and Scopus databases identified studies 50 

published in English between January 2014 and June 2025. Eligible studies included female 51 

individuals aged 14–59 years, wherein menstruation-related symptoms in relation to QOL, 52 

work productivity, and economic outcomes were evaluated. Study selection and data 53 

extraction were performed independently by two reviewers in accordance with the Preferred 54 

Reporting Items for Systematic Reviews and Meta-Analyses 2020 guidelines. 55 

Results 56 

Of the 2,801 records, 86 met the inclusion criteria. Across conditions, menstruation-related 57 

disorders were consistently associated with reduced health-related QOL, psychological 58 

distress, and impaired academic and occupational functioning. Productivity loss was 59 

observed across disorders and predominantly driven by presenteeism rather than by 60 

absenteeism. Dysmenorrhoea and PMS/PMDD were associated with both absenteeism and 61 
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presenteeism, whereas HMB/AUB was strongly associated with work impairment, which is 62 

frequently mediated by anaemia-related symptoms. Psychological distress, including anxiety, 63 

depressive symptoms, emotional dysregulation, and sleep disturbance, has emerged as a key 64 

contributor to QOL impairment across age groups and regions. Lifestyle factors appeared to 65 

modify symptom severity and functional impact. Although treatment and medical 66 

consultations often improved symptoms, productivity gains were inconsistent. 67 

Conclusions 68 

This review highlights the multidimensional burden of menstruation-related disorders 69 

extending from physical symptoms to mental health and functional outcomes. The 70 

predominance of presenteeism suggested that conventional metrics based on absenteeism 71 

underestimate the true societal impact. The observed gap between symptom improvement 72 

and functional recovery underscored the need for integrated approaches that could address 73 

both clinical and psychosocial pathways. 74 

 75 

Key Words 76 

Dysmenorrhoea, Premenstrual syndrome, Premenstrual dysphoric disorder, Heavy menstrual 77 

bleeding, Abnormal uterine bleeding, Health-related quality of life, Work productivity, 78 

Presenteeism, Absenteeism. 79 

 80 

 81 
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Background 82 

Menstruation-related symptoms represent a major yet often underestimated public health 83 

issue among women of reproductive age. Dysmenorrhoea, premenstrual syndrome (PMS), 84 

premenstrual dysphoric disorder (PMDD), and heavy menstrual bleeding (HMB) are highly 85 

prevalent conditions affecting physical, psychological, and social functioning throughout life 86 

[1, 2]. Epidemiological studies have consistently reported that more than half of adolescent 87 

and adult women experience at least one clinically relevant menstruation-related symptom, 88 

with a substantial proportion reporting moderate-to-severe impairment [3-5]. 89 

Abnormal uterine bleeding (AUB) is defined as abnormal uterine bleeding in regularity, 90 

volume, frequency, or duration, excluding pregnancy-related bleeding [6]. HMB, a major 91 

subtype of AUB, is characterised by excessive menstrual blood loss that interferes with daily 92 

activities and quality of life (QOL) [7, 8]. These conditions arise from heterogeneous 93 

aetiologies, including structural abnormalities such as fibroids and adenomyosis, and non-94 

structural causes such as ovulatory dysfunction and coagulation disorders [6]. 95 

Although the clinical burden of menstruation-related symptoms has been widely documented, 96 

their broader societal consequences have garnered increasing attention [9, 10]. Menstrual 97 

symptoms frequently coincide with school absenteeism [11, 12], reduced work productivity 98 

[1, 13], and impaired career development [14]. Importantly, many women continue to attend 99 

school or work despite severe symptoms, resulting in presenteeism, which is increasingly 100 

recognised as a major contributor to productivity losses [1, 15, 16]. 101 

Recent national estimates from Japan have indicated that health conditions specific to women 102 

account for approximately 3.4 trillion yen in annual economic losses, of which menstruation-103 
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related symptoms alone contribute an estimated 0.6 trillion yen [17, 18]. Notably, 104 

productivity losses due to presenteeism constitute the largest proportion of this burden, 105 

surpassing losses attributable to absenteeism [9, 19]. 106 

Despite the growing body of literature on menstruation-related symptoms, the existing 107 

evidence remains fragmented across symptom categories, age groups, and outcome domains. 108 

For instance, reviews focusing on dysmenorrhoea have predominantly examined adolescents 109 

and young women, with an emphasis on school absenteeism and academic performance [11]. 110 

In contrast, AUB and HMB have been addressed in a limited number of reviews that 111 

integrated health-related QOL, work impairment, and healthcare costs, representing rare 112 

attempts at a comprehensive evaluation [7]. Studies on PMS and PMDD have largely 113 

investigated their psychological burden and economic impact in isolation, often without 114 

integration with occupational or broader QOL outcomes [20]. As a result, few reviews have 115 

systematically synthesised clinical, occupational, and economic perspectives across the 116 

major categories of menstruation-related symptoms. Therefore, in this literature review, we 117 

aimed to comprehensively synthesise the current evidence on the impact of menstruation-118 

related symptoms, specifically dysmenorrhoea, PMS/PMDD, and HMB/AUB, on women’s 119 

QOL, work productivity, and economic burden. 120 

 121 

Methods 122 

Literature search strategy 123 

A systematic literature search was conducted in accordance with the Preferred Reporting 124 

Items for Systematic Reviews and Meta-Analyses (PRISMA) guidelines. Electronic 125 
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databases, including PubMed and Scopus, were searched for identifying relevant studies. The 126 

search strategy included terms related to menstruation-related disorders (e.g. dysmenorrhoea, 127 

menstrual pain, menstrual cramps, premenstrual syndrome [PMS], premenstrual dysphoric 128 

disorder [PMDD], menstrual molimina, abnormal uterine bleeding [AUB], heavy menstrual 129 

bleeding [HMB], metrorrhagia, menorrhagia, hypermenorrhoea, menometrorrhagia, and 130 

other menstruation-related symptoms). The search strategy also adopted outcome-related 131 

terms reflecting functional and socioeconomic impacts (e.g. presenteeism, absenteeism, 132 

quality of life [QOL], work-related outcomes, and economic burden). PubMed searches were 133 

performed using title or abstract fields with predefined keyword combinations. Regarding 134 

Scopus, an equivalent strategy was applied using the TITLE-ABS fields. The search was 135 

restricted to studies published between January 1, 2014 and December 31, 2025 (PubMed) 136 

and between 2014 and 2025 (Scopus). The full electronic search strategy for each database 137 

is presented in Supplementary Table S1. The final search was conducted on February 20, 138 

2026. 139 

Study selection and data extraction 140 

Two reviewers independently screened the titles and abstracts, followed by full-text 141 

assessment based on the predefined inclusion and exclusion criteria. Disagreements were 142 

resolved through discussions with a third reviewer. The extracted data included study design, 143 

population characteristics, outcome measures, and key findings. 144 

Eligibility criteria 145 

Studies were considered eligible if they met the following inclusion criteria: Female 146 

participants aged 14–59 years; assessed menstruation-related symptoms and reported at least 147 
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one of the following outcomes: QOL, work productivity, or economic impact; and original 148 

peer-reviewed research articles. Studies were excluded if they met any of the following 149 

criteria: case reports, editorials, or conference abstracts or focused exclusively on pregnancy, 150 

menopause, or postmenopausal women. 151 

Reporting standards 152 

This review was conducted and reported in accordance with the PRISMA 2020 guidelines. 153 

The study selection process is illustrated in a PRISMA flow diagram. 154 

 155 

Results 156 

Search results 157 

The database search identified 2,801 records (PubMed, 2,005; Scopus, 2,197). An additional 158 

45 records were identified through other sources, resulting in 2,846 records for the initial 159 

screening. After title and abstract screening, 2,697 records were excluded. In total, 149 full-160 

text articles were assessed for eligibility. Of these, 63 articles were excluded after full-text 161 

review for the following reasons: Outcomes not relevant (n = 27), population not relevant (n 162 

= 27), or intervention/comparator not relevant (n = 9). Ultimately, 86 studies were included 163 

in the qualitative analysis. The study selection process is summarised in the PRISMA flow 164 

diagram. (Fig. 1a) 165 

Dysmenorrhea 166 

The key findings on dysmenorrhoea are summarised in Table 1, including its impact on 167 

academic functioning, work performance, Pain Severity and Health-Related Quality of Life 168 

(HRQoL), associated factors, and economic burden. 169 
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The subgroup study selection results for dysmenorrhoea are summarised in the PRISMA flow 170 

diagram (Fig. 1b). The database search identified 1,651 records (PubMed, 1,067; Scopus, 171 

1,332). An additional 18 records were identified through other sources, resulting in 1,669 172 

records for the initial screening. After title and abstract screening, 1,594 records were 173 

excluded. A total of 75 full-text articles were assessed for eligibility. Of these, 35 articles 174 

were excluded after full-text review for the following reasons: outcomes not relevant (n = 175 

14), population not relevant (n = 17), or intervention/comparator not relevant (n = 4). Finally, 176 

40 studies were included in the final analyses. 177 

Absenteeism and presenteeism 178 

impact on academic performance  179 

Across multiple countries, dysmenorrhoea was consistently associated with school 180 

absenteeism and reduced academic participation. In a Swedish cohort of 1,785 young women, 181 

dysmenorrhoea affected the vast majority of participants (1,580 individuals), with a 182 

substantial proportion reporting severe pain (numeric rating scale 8–10). Despite this high 183 

symptom burden, only 7% of affected individuals sought medical consultation, indicating 184 

widespread undertreatment. More than half of the participants reported refraining from social 185 

activities because of dysmenorrhoea; moreover, absenteeism was common, with 14% and 186 

45% reporting monthly absences and absences several times per year, respectively [21]. 187 

Similarly, high prevalence rates have been reported in adolescent and university populations 188 

across countries, often exceeding 70–90% [5, 22, 23]. Among nursing students in Spain, 189 

dysmenorrhoea was associated with a markedly increased likelihood of absenteeism (odds 190 

ratio [OR], 6.95), and co-occurring symptoms such as dizziness, nausea or vomiting, sleep 191 



10 

 

disturbances, and depressive symptoms further increased the risk of absence [24]. In 192 

Indonesia, inadequate menstrual hygiene management was associated with school 193 

absenteeism, with 11.1% of female students reporting at least one day of absence during their 194 

most recent menstrual period [25]. Similarly, in an Australian survey, 92% of participants 195 

experienced moderate-to-severe dysmenorrhoea, with greater pain severity associated with 196 

increased school absence and poorer academic performance. Notably, most of the affected 197 

students did not seek support from teachers or school staff and reported limited access to 198 

institutional support [26]. Importantly, several studies have demonstrated that absenteeism 199 

represents only a visible portion of educational impairment. Presenteeism, defined as 200 

attending school despite symptoms but with reduced academic performance, was highly 201 

prevalent, affecting 92.7% of Spanish nursing students [27]. Commonly cited reasons for 202 

non-absence included normalisation of menstrual pain, perceptions that symptoms did not 203 

constitute a legitimate reason for absence, a sense of responsibility or guilt, and fear of 204 

academic disadvantage [27]. 205 

Impact on work performance 206 

Across studies on working women, dysmenorrhoea was more strongly associated with 207 

presenteeism than with absenteeism [9]. Symptom severity consistently emerged as a key 208 

predictor of productivity losses, whereas workplace-related factors, including the disclosure 209 

of menstrual pain to supervisors, availability of remote work, and a broader organisational 210 

culture, appeared to moderate that association [28]. In a study of 668 employed individuals, 211 

primarily from European Union countries, symptom severity, disclosure to supervisors, and 212 

remote work availability were significantly associated with presenteeism. Importantly, a 213 
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formal medical diagnosis attenuated the association between symptom severity and 214 

presenteeism [28]. Similarly, in a survey of Japanese female workers, higher health literacy 215 

was associated with reduced presenteeism during episodes of PMS and dysmenorrhoea, 216 

whereas no significant differences were found in absenteeism [29]. These findings indicated 217 

that knowledge and understanding about menstrual health might primarily influence on-the-218 

job performance, rather than work attendance. A nationwide survey in Spain reported that 219 

although 34.3% of the respondents indicated that menstrual discomfort led them to refrain 220 

from work or require sick leave, only 17.3% were able to take sick leave in practice. Concerns 221 

about potential negative consequences for their occupational environment or career 222 

progression, particularly among women with higher levels of education, were the most 223 

frequently cited reasons for continued attendance despite symptoms [30]. Among head nurses 224 

in China, presenteeism was reported by 96.6% of the participants, with menstrual pain and 225 

fatigue identified as the primary contributing factors. In occupations characterised by high 226 

physical and psychological demands, such as nursing, dysmenorrhoea might directly 227 

compromise work performance and quality of care [31]. 228 

Interventions, education, and workplace support 229 

A randomised controlled trial evaluating a mobile health application among employed 230 

women in Japan demonstrated a reduced incidence of dysmenorrhoea and depressive 231 

symptoms at three months, along with favourable cost-effectiveness outcomes. These 232 

findings suggest that digital health interventions might represent a feasible and economically 233 

efficient approach for mitigating the work-related impact of menstrual symptoms [32]. 234 

QOL 235 



12 

 

HRQoL 236 

Across studies, dysmenorrhoea was consistently associated with impaired HRQoL across the 237 

physical, psychological, and social domains. Higher pain severity correlated with lower 238 

scores on validated instruments, including the World Health Organization Quality of Life 239 

(WHOQOL) [33, 34], EuroQol 5-Dimension questionnaire 240 

(EQ-5D) [24, 35], and 36-Item Short Form Health Survey (SF-36) [36, 37]. 241 

In a survey of 1,000 adolescent and adult women in Japan, greater severity of menstrual pain 242 

was associated with lower WHOQOL scores. Women reporting severe dysmenorrhoea 243 

demonstrated patterns consistent with a negative spiral of chronic pain, suggesting a 244 

substantial adverse impact on overall QOL, with particularly pronounced impairment in 245 

psychological domains [34]. Similarly, a large-scale survey of 6,048 employed women in 246 

Japan estimated the mean HRQoL, assessed by the EQ-5D, to be 0.682. Multiple physical 247 

and psychological symptoms were significantly negatively associated with HRQoL, 248 

highlighting the cumulative burden of menstruation-related symptoms on daily functioning 249 

and well-being [35]. This association has been reported in other countries. In a French 250 

population-based study, 79% of women reported experiencing menstrual pain, which was 251 

associated with reduced QOL as measured by the SF-36 questionnaire, indicating impairment 252 

across multiple health domains [38]. Consistent findings were reported in Australia, where 253 

more than 80% of women with dysmenorrhoea or HMB experienced a broad range of 254 

physical and psychological symptoms, including pelvic pain, sleep disturbances, mood 255 

disorders, diarrhoea, and nausea; therefore, women with dysmenorrhoea had significantly 256 

lower QOL than did those without menstrual symptoms, underscoring the multidimensional 257 
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impact of dysmenorrhoea on HRQoL [39].  258 

Psychological distress and mental health 259 

Given that the psychological domain is among the most affected components of HRQoL, 260 

mental health burden associated with menstruation-related symptoms has attracted increasing 261 

attention [40]. Accumulating evidence indicates that dysmenorrhoea is consistently 262 

associated with psychological distress, including depressive symptoms and anxiety; 263 

moreover, mental health outcomes partially mediate the relationship between pain severity 264 

and overall QOL [36, 41]. In a study of employed women in metropolitan Tokyo, moderate-265 

to-severe dysmenorrhoea was significantly associated with psychological distress as 266 

measured by the Kessler Psychological Distress Scale. Although this association was 267 

attenuated after adjusting for PMS and workplace-related factors, greater job control 268 

remained independently associated with lower psychological distress, suggesting a protective 269 

role of occupational autonomy [42]. Similarly, among Japanese female medical students, the 270 

presence of dysmenorrhoea and PMS was significantly associated with increased 271 

psychological distress, indicating that menstruation-related symptoms contribute to mental 272 

health burden even in highly educated populations [43]. In studies including university 273 

students and young women, higher coping flexibility was associated with lower levels of 274 

depressive symptoms, highlighting the potential effectiveness of non-pharmacological self-275 

management strategies in mitigating psychological distress related to dysmenorrhoea [44, 276 

45]. Consistent evidence has also been reported in the United Kingdom. In a study including 277 

145 women aged 18–50 years with primary dysmenorrhoea, greater pain severity and a 278 

congestive rather than a spasmodic pain pattern were predictive of poor mental QOL 279 
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outcomes [46]. These findings suggest that not only pain intensity, but also pain 280 

characteristics are important determinants of psychological well-being in women with 281 

dysmenorrhoea. 282 

Lifestyle-related modifiers of symptom severity 283 

Lifestyle-related factors, including sleep duration, circadian rhythm disruption, physical 284 

inactivity, nutritional deficiencies, and smoking have been repeatedly reported as modifiers 285 

of symptom severity and QOL impairment. Among Japanese junior high school students, 286 

short sleep duration (<6 h per night) was significantly associated with moderate-to-severe 287 

dysmenorrhoea [47]. Consistent with these findings, among female university students, 288 

social jetlag of ≥1 h was independently associated with severe menstrual symptoms [48]. In 289 

addition to sleep and circadian factors, other lifestyle-related behaviours have also been 290 

implicated. In women aged 20–39 years, insufficient intake of vitamin D, vitamin B12, and 291 

animal protein as well as infrequent breakfast consumption and bathing were associated with 292 

greater pain severity during menstruation [49]. In addition, physical activity appears to play 293 

a protective role; a study including approximately 500 university students demonstrated that 294 

engaging in exercise for at least 30 min on two or more days per week was associated with 295 

lower symptom scores during both the premenstrual and menstrual phases [50]. Differences 296 

in athletic status have also been reported, further highlighting the role of physical activity 297 

patterns in shaping dysmenorrhoea severity. The prevalence and severity of dysmenorrhoea 298 

were higher in nonathletes than in athletes. However, among athletes, factors associated with 299 

greater symptom severity included prolonged training duration and early age at menarche, 300 

suggesting distinct risk profiles across populations [51]. Further evidence comes from a meta-301 
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analysis of studies conducted in Japanese populations that identified multiple factors 302 

associated with the severity of menstruation-related symptoms. These included age ≥20 years 303 

(OR, 1.18; 95% confidence interval [CI], 1.04–1.34), body mass index (BMI) <18.5 kg/m² 304 

(OR, 1.51; 95% CI, 1.01–2.26), irregular menstrual cycles (OR, 1.28; 95% CI, 1.13–1.45), 305 

family history of primary dysmenorrhoea (OR, 3.80; 95% CI, 2.18–6.61), perceived stress 306 

(OR, 1.88; 95% CI, 1.30–2.72), short sleep duration (<7 h; OR, 1.19; 95% CI, 1.04–1.35), 307 

and late bedtime after 23:01 (OR, 1.30; 95% CI, 1.16–1.45). Factors associated with greater 308 

severity of primary dysmenorrhoea (moderate vs. severe) included BMI <18.5 kg/m² (OR, 309 

1.89; 95% CI, 1.01–3.54) and smoking (OR, 1.94; 95% CI, 1.08–3.47). Similarly, both the 310 

prevalence and severity of PMS were associated with low BMI (<18.5 kg/m²; OR, 1.91; 95% 311 

CI, 1.04–3.50) and smoking (OR, 1.86; 95% CI, 1.31–2.66) [52]. 312 

Economic burden 313 

Impact of health care utilization 314 

Healthcare use was substantially higher among women with dysmenorrhoea, with annual 315 

medical costs estimated to be two- to three-fold higher compared with those among women 316 

without symptoms, largely driven by outpatient visits. This overall pattern is supported by 317 

evidence from Japanese administrative claims database studies, which demonstrate 318 

significantly greater healthcare expenditures among women with dysmenorrhoea compared 319 

with those without dysmenorrhoea. The annual total medical expenditure was approximately 320 

two to three times higher among women with dysmenorrhoea, with estimated costs of JPY 321 

191, 680 for primary dysmenorrhea and JPY 246, 488 for secondary dysmenorrhoea. 322 

Healthcare use also increased, with an average of eight additional visits per year, largely 323 
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driven by outpatient consultations [53]. From a health system perspective, policy-level 324 

interventions appear to influence care-seeking behaviours. Following the introduction of 325 

government-designated reimbursement incentives, outpatient visits and the use of hormonal 326 

therapy for secondary dysmenorrhoea have increased significantly, accompanied by 327 

improved continuity of care, suggesting that financial and structural support could facilitate 328 

sustained medical engagement [54]. Importantly, the clinical benefits of gynaecological 329 

consultations have been demonstrated. Women who sought gynaecological care showed 330 

significant improvements in daily functioning and symptom-related interference with 331 

activities of daily living, supporting the effectiveness of medical consultation in alleviating 332 

the burden of dysmenorrhoea [17]. Despite these benefits, barriers to timely care persist. 333 

Women experiencing severe menstrual pain have been shown to perceive pain as something 334 

that should be endured, which, in turn, contributes to the delayed use of analgesic medication 335 

and reduced treatment effectiveness. This tendency toward pain normalisation may partially 336 

explain the underutilisation of medical services and suboptimal symptom control [55]. 337 

Productivity loss and income impact 338 

From a societal perspective, loss of productivity is the largest component of the economic 339 

burden of dysmenorrhoea. Menstruation-related symptoms have been shown to negatively 340 

affect work participation, productivity, and employment continuity. In a survey of Japanese 341 

female nurses, approximately 40% reported the intention to leave their jobs, whereas 17% 342 

experienced menstruation-related physical symptoms. Nurses with these symptoms were 343 

significantly more likely to report turnover intention, with adjusted ORs ranging between 344 

2.15 and 2.96, indicating a strong association between menstrual symptoms and workforce 345 
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attrition risk [56]. At a broader level, a recent systematic review has reported that absenteeism 346 

among employed women with dysmenorrhoea ranged between 9.7% and 20.5%, with an 347 

estimated mean of 3.2–17.6 h of work lost per month. Absenteeism was more prevalent 348 

among part-time workers. Importantly, the annual income loss attributable to dysmenorrhoea 349 

was estimated at USD 3,555–6,294 [57]. Several studies included in this review have also 350 

demonstrated improvements in productivity and reductions in absenteeism following 351 

effective treatment, underscoring the economic benefits of symptom management [57]. 352 

Population-based evidence further highlights the predominance of presenteeism over 353 

absenteeism. In a nationwide cross-sectional survey in the Netherlands, menstruation-related 354 

symptoms were associated with an average of 1.3 days of absenteeism per year, whereas 355 

presenteeism accounted for productivity losses equivalent to 23.2 days annually, suggesting 356 

that reduced on-the-job performance represents the major component of productivity loss [9]. 357 

Similarly, in a large web-based cohort of Japanese women, increased severity of 358 

dysmenorrhoea was significantly associated with higher levels of absenteeism, presenteeism, 359 

and overall work impairment [58]. Evidence from broader reviews suggests that menstrual 360 

disorders contribute to reduced workforce participation, increased absenteeism, and impaired 361 

work performance [59]. Similar findings have been reported in Southern Europe. Structural 362 

and cultural barriers to sick leave utilisation might lead to unrecognised productivity loss 363 

through presenteeism rather than formal absenteeism [30]. Evidence from East Asia 364 

illustrates the substantial economic burden at the individual level. In a Korean study, the 365 

mean annual total cost per patient with primary dysmenorrhoea was estimated to be USD 366 

4,053, comprising direct medical costs (USD 1,245) and indirect costs (USD 2,807). Notably, 367 
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a considerable proportion of expenditures was attributed to complementary and alternative 368 

medicine, and productivity loss, particularly due to presenteeism, constituted the largest share 369 

of indirect costs [60]. Across studies, productivity losses due to presenteeism consistently 370 

exceeded that attributable to absenteeism, suggesting that conventional attendance-based 371 

metrics substantially underestimate the true occupational impact of menstruation-related 372 

symptoms. 373 

PMS and PMDD 374 

The evidence of PMS and PMDD, including academic and occupational impairment, QOL 375 

reduction, psychological distress, and economic burden, is summarised in Table 2. The 376 

subgroup study selection results for PMS/PMDD are summarised in the PRISMA flow 377 

diagram (Fig. 1c). The database search identified 427 records (PubMed, 308; Scopus, 317). 378 

An additional 16 records were identified through other sources, resulting in 443 records for 379 

the initial screening. After screening the titles and abstracts, 339 records were excluded. A 380 

total of 44 full-text articles were assessed for eligibility. Of these, 19 articles were excluded 381 

after full-text review for the following reasons: outcomes not relevant (n = 9), population not 382 

relevant (n = 6), or intervention/comparator not relevant (n = 4). Ultimately, 25 studies were 383 

included in the qualitative analysis. 384 

Absenteeism, presenteeism and impact on academic performance  385 

PMS and PMDD have been shown to exert profound effects on academic and occupational 386 

functioning. Among adolescents, moderate-to-severe PMS is associated with recurrent 387 

school absenteeism, particularly in the presence of sleep disturbances and somatic symptoms 388 

[61]. In a study including Japanese high school students, moderate-to-severe PMS was 389 
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identified in 9.9% of participants, while 3.1% met the criteria for PMDD. Overall, 11.9% of 390 

students reported experiencing school absenteeism at least once a month. Insomnia and 391 

physical symptoms, such as breast tenderness, abdominal bloating, headache, and joint pain, 392 

have been identified as significant risk factors for absenteeism, indicating that both the 393 

psychological and somatic manifestations of premenstrual symptoms contribute to impaired 394 

school attendance [61]. Consistent patterns were observed in other settings. Among 395 

adolescent girls in Pakistan, the prevalence of PMS is markedly high (71.7 %), with 396 

disproportionately higher rates among those from low-income backgrounds. These findings 397 

suggest that premenstrual symptoms might negatively influence educational engagement and 398 

potentially exacerbate socioeconomic disparities in the access to and education 399 

continuity[62]. 400 

Impact on work performance 401 

Evidence indicates that premenstrual symptoms substantially affect work performance 402 

among employed women, with symptom severity and contextual factors shaping the 403 

magnitude of impairment. In a nationwide survey of working women in Japan, higher levels 404 

of health literacy were associated with reduced presenteeism and better work performance 405 

during the PMS period. Notably, no significant differences were found in absenteeism 406 

between health literacy groups, suggesting that improved understanding and self-407 

management of symptoms might primarily mitigate on-the-job productivity losses rather than 408 

influence sick leave behaviour [29]. Recent studies have highlighted the importance of 409 

symptom severity. Severe PMS alone, as well as the coexistence of severe PMS and 410 

menstruation-phase symptoms, has been shown to be particularly detrimental to work 411 
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performance, indicating that the cumulative symptom burden across the menstrual cycle 412 

amplifies occupational impairment [13]. In the working population, PMS severity was 413 

inversely associated with job performance and work-related QOL [13, 29, 63]. PMDD was 414 

associated with marked presenteeism, emotional dysregulation, and impaired interpersonal 415 

functioning at work [65]. Qualitative evidence further suggests that recurrent symptoms 416 

might lead to compensatory behaviours such as excessive overtime, ultimately contributing 417 

to burnout, career interruption, or job losses [64]. 418 

Quality of life 419 

Impairment of quality of life 420 

PMS has been shown to substantially impair QOL of life in adolescents and adults. In a study 421 

including 217 Japanese high school students, 84.3% reported experiencing PMS symptoms, 422 

and nearly half indicated that these symptoms interfered with their school life, highlighting 423 

the significant impact on daily functioning, even in younger age groups [65]. Among adult 424 

women, PMS has been consistently associated with lower HRQoL as assessed by validated 425 

instruments. Women with PMS demonstrated reduced SF-36 scores with a particularly 426 

pronounced deterioration in physical QOL among those with comorbid fibromyalgia 427 

syndrome, suggesting that overlapping pain-related conditions might exacerbate functional 428 

impairment [66]. Similarly, in clinical samples of adolescents, PMS symptoms were highly 429 

prevalent and greater symptom severity was associated with progressively worse HRQoL, 430 

indicating a dose-response relationship between symptom burden and QOL impairment [67]. 431 

Consistent findings have been reported across diverse cultural and geographical contexts. 432 

Studies conducted in India and Turkey also demonstrated significant correlations between 433 
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PMS severity and reduced QOL, reinforcing the generalisability of the association between 434 

premenstrual symptom burden and impaired well-being across populations [68, 69]. 435 

Psychological distress and PMS 436 

Psychological distress has emerged as a central contributor to QOL impairment, with elevated 437 

anxiety and depressive symptoms being frequently reported among women with 438 

premenstrual disorders [70]. Several studies have cautioned that PMDD-related symptoms 439 

are often misattributed to primary psychiatric disorders, potentially delaying appropriate 440 

gynaecological interventions. Consistent with these concerns, accumulating evidence 441 

demonstrates a strong association between premenstrual symptoms and psychological 442 

distress, particularly among adolescents and young adult women. In a study including 326 443 

female Japanese medical students, dysmenorrhoea and PMS were found to be significantly 444 

associated with higher levels of psychological distress. Importantly, this association remained 445 

significant after adjusting for nutritional status, suggesting that symptom burden itself, rather 446 

than underlying nutritional factors, plays a central role in psychological well-being, and 447 

underscores the importance of effective symptom management [43]. The psychological 448 

impact appeared to be more pronounced among women with severe premenstrual disorders. 449 

Compared with women with PMS, patients with PMDD exhibited significantly higher 450 

anxiety and depression scores and demonstrated marked impairments across all domains of 451 

the SF-36. 452 

Factors influencing PMS 453 

A growing body of evidence suggests that lifestyle-related factors play important roles in the 454 

manifestation and severity of premenstrual symptoms, particularly among adolescents and 455 



22 

 

young women. Studies conducted including Japanese high school and university students 456 

demonstrated that PMS symptoms were significantly associated with sleep habits, dietary 457 

patterns, screen time, and physical activity levels. These lifestyle factors were, in turn, linked 458 

to disruptions in daily functioning and academic performance, highlighting the broad impact 459 

of modifiable behaviours on symptom burden [71, 72]. In addition to lifestyle behaviours, 460 

comorbid conditions might further influence PMS severity. Recent evidence has indicated 461 

that eating disorders are also associated with PMS, suggesting that disordered eating patterns 462 

and underlying psychological or nutritional vulnerabilities may exacerbate premenstrual 463 

symptoms [73]. Thus, physical activity has emerged as a potential protective factor. In a study 464 

involving 233 female high school students in China, participation in physical education 465 

classes at least twice a week was associated with a lower prevalence of PMS. Moreover, PMS 466 

significantly correlated with reduced QOL, underscoring the potential role of regular physical 467 

activity in mitigating symptom severity and preserving well-being among adolescents [74]. 468 

Lifestyle factors, including sleep habits, diet, physical activity, and eating disorders, have 469 

been repeatedly associated with PMS severity, suggesting modifiable targets for intervention. 470 

Effects of educational interventions 471 

Educational interventions have been shown to play a meaningful role in mitigating the burden 472 

of premenstrual symptoms, particularly among adolescents. In a study conducted including 473 

Japanese high school girls following the Great East Japan Earthquake, participants who 474 

received structured education on PMS and PMDD experienced the prevention of symptom 475 

worsening over time, demonstrating the effectiveness of targeted educational support even 476 

under conditions of heightened psychosocial stress [75]. Consistent with these findings, 477 
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recent studies have reported the beneficial effects of educational interventions delivered by 478 

healthcare professionals or peers. These interventions were associated with significant 479 

reductions in PMS symptom scores, suggesting that improved knowledge, symptom 480 

recognition, and self-management strategies could effectively alleviate symptom severity 481 

[76]. 482 

Economic impact 483 

Health care utilisation and productivity loss 484 

Evidence indicates that premenstrual symptoms impose a substantial burden on healthcare 485 

utilisation and work-related productivity; however, symptom improvement does not always 486 

translate into functional recovery. In an 8-month prospective cohort study including 2,487 487 

Japanese women, those with moderate-to-severe PMS who sought medical care experienced 488 

significant improvement in intermenstrual symptoms; however, no corresponding 489 

improvement in presenteeism was found, suggesting a persistent gap between symptom 490 

control and restoration of work productivity [77]. The clinical significance of healthcare-491 

seeking behaviours was further examined by comparing women who did and did not seek 492 

medical services. Although women who sought gynaecological care tended to report more 493 

severe symptoms at baseline, they demonstrated significant symptom improvement 494 

following consultation, supporting the clinical benefits of medical engagement despite 495 

potential residual functional impairment [17]. PMS has been consistently associated with 496 

impaired work-related QOL across occupational settings. Among 210 nurses in Jordan, 497 

women with PMS exhibited significantly lower work-related QOL scores, reduced job 498 

satisfaction, increased career dissatisfaction, and heightened work-related stress [78]. Similar 499 



24 

 

findings have been reported among university employees in Egypt, where PMS emerged as 500 

a significant predictor of reduced work-related QOL, with particularly pronounced effects 501 

among healthcare professionals [79]. Qualitative and mixed-methods studies provide further 502 

insights into the mechanisms underlying productivity loss. Interview-based research among 503 

women experiencing PMS revealed difficulties with self-care and disruption in occupational 504 

routines, which adversely affected productivity and the ability to sustain employment [80]. 505 

Consistent with these observations, a study including Turkish nurses demonstrated a 506 

significant negative correlation between PMS symptom scores and work-related QOL, 507 

indicating a direct link between symptom burden and reduced productivity [63]. Individual 508 

and contextual factors might have affected outcomes. In a nationwide survey of Japanese 509 

working women, higher health literacy was associated with reduced presenteeism and 510 

improved labour productivity during a PMS, highlighting the potential protective role of 511 

knowledge and self-management capacity [29]. In contrast, qualitative studies on women 512 

with PMDD have described more severe occupational consequences. In addition to 513 

presenteeism and absenteeism, some women engaged in compensatory behaviours such as 514 

excessive overtime or taking work home, which ultimately contributed to career disruption 515 

or job loss, underscoring the long-term socioeconomic impact of severe premenstrual 516 

disorders [64]. 517 

Heavy menstrual and abnormal uterine bleeding 518 

The key findings on HMB/AUB, focusing on work impairment, QOL outcomes, 519 

psychological burden, treatment implications, and economic impact, are summarised in Table 520 

3. The subgroup study selection results for HMB/AUB are summarised in the PRISMA flow 521 
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diagram (Fig. 1d). A database search identified 1,314 records (PubMed, 828; Scopus, 1,065). 522 

An additional 11 records were identified through other sources, resulting in 1,325 records for 523 

the initial screening. After title and abstract screening, 1,295 records were excluded. Thirty 524 

full-text articles were assessed for eligibility. Of these, nine articles were excluded after a 525 

full-text review for the following reasons: Outcomes not relevant (n = 4), population not 526 

relevant (n = 4), and intervention/comparator not relevant (n = 1). Ultimately, 21 studies were 527 

included in the qualitative analysis. 528 

Presenteeism and absenteeism -physical symptoms and impact on work- 529 

HMB and AUB were strongly associated with both absenteeism and presenteeism. Anaemia-530 

related symptoms such as fatigue, dizziness, and nausea have been repeatedly identified as 531 

key drivers of productivity loss [81, 82]. Physical symptoms associated with HMB and 532 

related anaemia have been shown to substantially impair work performance. In a cross-533 

sectional study conducted in Japan, symptoms attributable to HMB, such as nausea and 534 

vomiting attributable to HMB and anaemia were significantly associated with reduced labour 535 

productivity. Women experiencing these symptoms reported higher levels of presenteeism, 536 

which adversely affected their overall job performance [81]. These findings are supported by 537 

broader evidence from a recent systematic review that examined the occupational impact of 538 

HMB and dysmenorrhoea. Across 21 studies, both absenteeism and impaired work 539 

functioning were consistently reported among the affected women. The estimated 540 

absenteeism among women with HMB ranged between 3.2 and 17.6 h per month, with 541 

particularly high rates found among part-time workers [57]. Compared with dysmenorrhoea 542 

and PMS, HMB appeared to exert a more direct impact on physical functioning, leading to 543 
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increased bed rest days and work impairment [59]. Part-time workers were particularly 544 

vulnerable to absenteeism, suggesting socioeconomic disparities in the symptom impact [10, 545 

59]. 546 

QOL 547 

Impact on physical health 548 

HMB and AUB have been consistently associated with substantial impairment in physical 549 

health and overall QOL, largely mediated by anaemia-related symptoms. In a population-550 

based study in Turkey, the prevalence of HMB among reproductive-aged women was 37.9%, 551 

and reduced ferritin levels and fatigue were identified as key factors associated with poor 552 

QOL, underscoring the role of iron deficiency in physical well-being [83]. In addition to iron 553 

deficiency and fatigue, functional limitations associated with HMB have also been 554 

documented. Evidence from Australia has highlighted the functional consequences of HMB. 555 

Women experiencing severe dysmenorrhoea in conjunction with HMB reported a greater 556 

number of bed-rest days and a marked deterioration in overall QOL, indicating a pronounced 557 

impact on daily physical functioning [84]. Similarly, a study on women with a history of 558 

HMB treatment demonstrated that anaemia significantly affected QOL and that recovery of 559 

haemoglobin levels following the onset of HMB often required prolonged periods, 560 

suggesting a persistent physical burden even after clinical intervention [85]. The relationship 561 

among AUB, anaemia, and impaired QOL has been documented in diverse populations. In a 562 

Brazilian study including women of reproductive age, the self-reported prevalence of AUB 563 

was 31.4%. Among women with AUB, 47% had been diagnosed with anaemia; 564 

approximately 80% reported reduced QOL, highlighting both the high burden of anaemia 565 
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and its perceived impact on daily health [86]. Underlying gynaecological conditions 566 

exacerbate these effects. A survey of Japanese women diagnosed with uterine fibroids 567 

revealed that many experienced fibroid-related symptoms such as HMB, with anaemia 568 

emerging as a major contributor to diminished QOL and reduced work productivity [87]. 569 

Treatment-related factors might also influence the physical QOL. In a Japanese cross-570 

sectional study including women with HMB receiving iron supplementation, those 571 

experiencing nausea or vomiting exhibited significantly lower EQ-5D utility scores, 572 

indicating worse HRQoL than did those without such adverse effects [81]. Finally, the impact 573 

of menstrual disorders on physical and emotional functioning was found in a younger 574 

population. In a study of adolescent girls, those with menstrual disorders, including 575 

dysmenorrhoea and oligomenorrhea, demonstrated lower overall QOL scores with 576 

particularly pronounced impairments in emotional functioning, suggesting that the physical 577 

burden of menstrual abnormalities might extend beyond purely somatic domains from an 578 

early age [88]. Psychological impacts, including anxiety, depressive symptoms, and social 579 

withdrawal have frequently been reported, reflecting the chronic and stigmatising nature of 580 

excessive bleeding. 581 

Psychological and mental health impact 582 

HMB and AUB have been shown to impose substantial psychological and mental health 583 

burdens, contributing to a marked deterioration in HRQoL. In a population-based study 584 

including women experiencing HMB in Sweden, HRQoL was significantly lower compared 585 

with women reporting normal menstrual patterns. In particular, the prevalence of 586 

psychological symptoms, including anxiety and depressive symptoms, was markedly higher, 587 
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and women with HMB reported greater social restrictions, underscoring the broader 588 

psychosocial consequences of excessive menstrual bleeding [89]. The psychological impacts 589 

of HMB and dysmenorrhoea appear to be particularly pronounced in younger populations. A 590 

recent systematic review of 55 studies of young women with HMB or dysmenorrhoea 591 

reported that these conditions had a substantial negative impact on academic performance 592 

and daily functioning. More than 80% of young women experience pelvic pain accompanied 593 

by psychological symptoms such as sleep disturbances and mood disorders. Despite the high 594 

symptom burden, many unmet needs have been identified, including limited access to 595 

accurate information and inadequate symptom management, which in turn contributed to 596 

impaired QOL [39]. Differences in psychological impact were also found according to 597 

bleeding pattern and chronicity. In a study including Thai women with AUB, those with AUB 598 

demonstrated a significantly lower QOL than those without bleeding disorders, with 599 

particularly severe impairment observed among women with chronic AUB and 600 

postmenopausal bleeding. 601 

Need for therapeutic intervention 602 

Given the substantial physical, psychological, and socioeconomic burdens associated with 603 

HMB and AUB, timely and appropriate diagnostic evaluations and therapeutic interventions 604 

are essential. Evidence suggests that a significant proportion of the QOL impairment found 605 

in women with HMB is potentially reversible with effective treatment. In a study of women 606 

with HMB, Peuranpää et al. demonstrated that anaemia was a key determinant of reduced 607 

QOL, whereas improvement in haemoglobin levels was significantly associated with 608 

subsequent improvements in QOL, underscoring the importance of addressing underlying 609 
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iron deficiency as part of clinical management [85]. Interventional treatments targeting 610 

excessive uterine bleeding have also been evaluated for patient-reported outcomes. In a 611 

comparative study, assessing hysteroscopic endometrial resection (ER) and global 612 

endometrial ablation (GEA), women undergoing ER or GEA exhibited lower scores on the 613 

physical functioning and vitality domains of QOL than did those who underwent 614 

hysterectomy, highlighting the potential differences in long-term functional outcomes across 615 

treatment modalities [90]. These findings emphasise the need for individualised treatment 616 

that balances invasiveness, symptom control, and QOL expectations. The benefits of 617 

effective treatment extend beyond symptom relief to broader societal outcomes. Evidence 618 

from population-based research indicates that women whose symptoms improved following 619 

treatment experienced reductions in absenteeism and associated economic losses, suggesting 620 

that appropriate therapeutic intervention might mitigate not only the individual health burden, 621 

but also productivity-related costs [9]. 622 

Economic burden and treatment effects 623 

Reduced work productivity associated with HMB. 624 

Beyond their clinical and QOL consequences, HMB and AUB impose a substantial economic 625 

burden at both individual and societal levels. In particular, productivity losses arising from 626 

absenteeism, presenteeism, and reduced work capacity constitute a major component of the 627 

overall impact of these conditions. Increasing evidence indicates that the economic 628 

consequences of HMB and AUB extend beyond direct medical costs and affect employment 629 

stability, income, and long-term workforce participation [82]. Consistent with this broader 630 

perspective, a population-based survey of Australian women experiencing HMB with severe 631 
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menstrual pain demonstrated markedly greater deterioration across all domains of QOL than 632 

did those with HMB alone. This combined symptom burden was associated with an increased 633 

number of bed-rest days, ultimately leading to significant reductions in work productivity 634 

[84]. Similar findings have been reported in Japanese women diagnosed with uterine fibroids. 635 

In this population, most affected women experienced fibroid-related symptoms, including 636 

HMB, with anaemia emerging as a key determinant of both diminished QOL and reduced 637 

work productivity. These results highlight the central role of anaemia as a mediating factor 638 

linking gynaecological pathology to functional and occupational impairment [87]. The 639 

impact of HMB-related conditions on productivity has also been documented in the United 640 

States. A national survey of women with uterine fibroids demonstrated significant reductions 641 

in QOL and work productivity, with particularly pronounced effects observed among racial 642 

minorities and women of lower socioeconomic status [91]. 643 

Treatment modalities and economic impact 644 

In addition to symptom control, treatment strategies for HMB and AUB have important 645 

economic implications and influence both direct medical costs and productivity-related 646 

outcomes. Several studies have demonstrated that less invasive uterine-sparing interventions 647 

might offer favourable cost-effectiveness profiles compared with hysterectomy. In the United 648 

States, a cost-effectiveness analysis comparing global GEA with hysterectomies in women 649 

with AUB showed that GEA were associated with cost savings across approximately all-time 650 

periods. These savings were driven by reductions in treatment-related complications and 651 

fewer missed workdays, and were found from both private payer and Medicaid perspectives, 652 

highlighting the economic advantages of minimally invasive treatment approaches [92]. 653 
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Consistent findings were reported in a German health economic analysis, which 654 

demonstrated that radiofrequency ablation was economically favourable compared with 655 

hysterectomy, further supporting the cost-effectiveness of uterine-preserving procedures in 656 

the management of AUB [93]. Importantly, the economic burden of menstrual disorders 657 

extends beyond healthcare expenditure and includes substantial income loss. Recent 658 

estimates from the United States have indicated that women with HMB experience annual 659 

income losses ranging between USD 77.90 and 2,473.71, while women with dysmenorrhoea 660 

incur even greater losses, estimated at USD 3,555.20 to 6,294.17 per year. These findings 661 

underscore the significant indirect costs associated with menstrual disorders and suggest that 662 

effective treatment might yield economic benefits not only through reduced medical costs, 663 

but also through the preservation of income and work productivity [57]. 664 

 665 

Discussion 666 

This literature review highlights menstruation-related disorders as a substantial yet often 667 

under-recognised source of multidimensional burden. Across conditions, dysmenorrhoea, 668 

PMS/PMDD, and HMB/AUB were associated with clinically meaningful impairments in 669 

health-related QOL, psychological well-being, and functioning in both academic and 670 

occupational settings (Tables 1–3). Across conditions, menstruation-related disorders 671 

impaired QOL, psychological well-being, and academic and occupational functioning. 672 

Figure 2 summarises the conceptual pathways linking symptom burden to functional 673 

impairment and downstream economic consequences, while highlighting potential points for 674 

intervention. 675 
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Multidimensional impact on QOL and mental health 676 

A key finding of this review was the consistent deterioration of HRQoL across the physical, 677 

psychological, and social domains. Although physical symptoms, such as pain, fatigue, and 678 

anaemia, were prominent contributors, psychological distress, including anxiety, depressive 679 

symptoms, emotional dysregulation, and sleep disturbances, has emerged as a central driver 680 

of overall QOL impairment [83, 89, 94]. This pattern was found across age groups, from 681 

adolescents to working-age women [34, 94], and across geographic regions [34, 83, 89]. 682 

Notably, severe forms of premenstrual disorders, particularly PMDD, were associated with 683 

profound psychological impairment and were frequently misattributed to primary psychiatric 684 

conditions, potentially delaying appropriate gynaecological diagnosis and treatment [64, 95]. 685 

These findings underscore the biopsychosocial nature of menstrual disorders. Mental health 686 

outcomes appear to partially mediate the relationship between symptom severity and overall 687 

QOL [34, 94, 96], suggesting that effective management requires attention not only to 688 

physical symptoms, but also to psychological well-being and coping capacity [97].  689 

Interpretation of productivity losses and societal impact 690 

From a societal perspective, the predominance of productivity losses over direct medical 691 

costs has important implications for understanding and addressing the burden of 692 

menstruation-related disorders. A major societal implication was that productivity losses 693 

were driven predominantly by presenteeism rather than absenteeism [94].. This phenomenon 694 

was particularly evident among working women with dysmenorrhoea [28], PMS/PMDD [13, 695 

77], and HMB [82]. 696 

Importantly, these findings are consistent with recent national economic estimates from Japan. 697 
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In February 2024, the Ministry of Economy, Trade, and Industry reported that the annual 698 

economic loss attributable to health conditions specific to women was estimated to be 699 

approximately 3.4 trillion yen [18]. Of this total, productivity losses related to menstrual 700 

symptoms alone accounted for an estimated 0.6 trillion yen, including approximately 120 701 

billion yen due to absenteeism and 450 billion yen due to reduced work performance 702 

(presenteeism) [18]. The predominance of presenteeism-related losses in this national 703 

analysis aligns closely with the findings of this review, reinforcing the notion that economic 704 

evaluations focusing solely on sick leave substantially underestimate the true societal costs 705 

of menstruation-related disorders. Presenteeism-related productivity losses compounded 706 

over time may contribute to burnout, reduced job satisfaction, and long-term workforce 707 

disengagement [98, 99]. Qualitative evidence further revealed that some women adopt 708 

compensatory behaviours, such as excessive overtime or taking work home, to offset 709 

perceived productivity deficits, paradoxically increasing the risk of exhaustion, career 710 

interruption, or job loss increasing the risk of exhaustion and potentially contributing to 711 

career disruption or workforce exit [64]. 712 

Health care utilisation, treatment effects, and persistent gaps 713 

Although healthcare utilisation was higher among women with moderate-to-severe 714 

symptoms, evidence indicates a persistent gap between symptom improvement and 715 

functional recovery. In a prospective cohort study of women with PMS, increased awareness 716 

of PMS and subsequent medical consultations were associated with significant improvements 717 

in intermenstrual symptom severity as measured by the Menstrual Distress Questionnaire 718 

(MDQ) [77]. Among women with moderate-to-severe PMS who sought medical care, 719 
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intermenstrual MDQ scores improved by –8.44 points (95% CI: –14.73 to –2.15) during 720 

follow-up. However, no significant improvements were observed in premenstrual or 721 

menstrual MDQ scores or absolute levels of presenteeism, highlighting the complexity of 722 

translating clinical improvements into restored work performance [77]. Consistent with these 723 

findings, a population-based study of women aged 15–49 years demonstrated that 724 

gynaecological consultations and treatment were associated with significant improvements 725 

in daily functioning and concurrent economic savings. In contrast, women who managed 726 

their menstrual symptoms solely with over-the-counter medications without medical 727 

consultation showed no meaningful improvement in their daily lives or economic outcomes 728 

[17, 100]. Together, these findings suggest that, although medical engagement confers clear 729 

clinical benefits, additional strategies might be required for achieving sustained functional 730 

and productivity gains. 731 

Effectiveness of educational and digital interventions 732 

Beyond medical treatment, educational and behavioural interventions appear to play critical 733 

roles in mitigating the symptom burden and its downstream consequences. Following the 734 

Great East Japan Earthquake, a school-based educational intervention targeting high-school 735 

students successfully prevented the worsening of PMS and PMDD symptoms, demonstrating 736 

the protective effects of structured education during periods of heightened stress [75]. 737 

Similarly, recent randomised controlled trials have reported significant improvements in 738 

PMS symptom scores following educational interventions delivered by health professionals 739 

or peers [76]. Digital health interventions have shown promise among working women. A 740 

randomised controlled trial evaluating a mobile health application reported significant 741 
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reductions in the incidence of dysmenorrhoea and depressive symptoms at three months, 742 

accompanied by favourable cost-effectiveness profiles [32]. Additionally, pharmacological 743 

management has been shown to yield productivity benefits; for example, the use of low-dose 744 

oral contraceptives was associated with improved work productivity among women with 745 

menstrual disorders [101]. 746 

Economic implications of treatment strategies 747 

Economic analyses have consistently demonstrated that effective treatment of HMB and 748 

AUB yields benefits beyond symptom control. Less-invasive interventions, including 749 

medical therapy and minimally invasive surgical procedures, were generally more cost-750 

effective than hysterectomies, particularly when reductions in absenteeism and productivity 751 

loss were incorporated into economic evaluations [7, 92, 93]. Collectively, these findings 752 

emphasise that treatment decisions should be informed not only by clinical outcomes, but 753 

also by broader economic and functional considerations. 754 

Clinical and policy implications 755 

Taken together, the findings of this review highlight menstruation-related disorders as a major 756 

yet under-recognised public health issue. Early recognition, appropriate medical treatment, 757 

educational interventions [75], and supportive workplace policies can improve individual 758 

health outcomes while simultaneously reducing productivity losses [10,30] and economic 759 

burden [29]. Integrating mental health screening, enhancing health literacy, and promoting 760 

access to evidence-based care might be particularly effective strategies for closing the gap 761 

between symptom improvement and functional recovery [77]. 762 

Limitations and Future Directions 763 
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This study has some limitations. Heterogeneity in the study design, outcome measures, and 764 

definitions of productivity loss limit direct comparability across studies. Many studies have 765 

relied on self-reported data, which might have been subject to recall bias and 766 

misclassification, particularly when symptoms or diagnoses were not clinically confirmed. 767 

In addition, study populations were often drawn from specific groups (e.g. students or 768 

healthcare workers) or limited geographic regions, which might restrict generalisability. 769 

Residual confounding due to comorbid gynaecological conditions, mental health status, and 770 

socioeconomic or workplace-related factors cannot be excluded, especially in cross-sectional 771 

studies. Furthermore, long-term longitudinal data linking treatments to sustained economic 772 

outcomes remain limited. 773 

Future research should prioritise standardised outcome measures, longer follow-up periods, 774 

and integrated interventions addressing the physical, psychological, and occupational 775 

dimensions. Particular attention should be paid to vulnerable populations, cross-cultural and 776 

structural differences in workplace systems, and cumulative effects of menstrual disorders 777 

on career trajectories and long-term workforce participation. 778 

 779 

Conclusions 780 

Menstruation-related disorders impose a profound and multifaceted burden on women’s 781 

health and society. Addressing these conditions through comprehensive, multidisciplinary 782 

approaches, including medical treatment, education, digital health solutions, and workplace 783 

support, is essential not only for improving the quality of life, but also for mitigating 784 

productivity loss and reducing societal economic burden. 785 
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Figure Legends 1183 

Fig. 1a. PRISMA flow diagram of study selection. 1184 

PRISMA flow diagram illustrating the overall study selection process. The records were 1185 

identified through database searches (PubMed and Scopus) and additional sources. 1186 

Following title and abstract screening, full-text articles were assessed for eligibility. Studies 1187 

were excluded based on predefined criteria (irrelevant outcomes, populations, or 1188 

interventions/comparators). A total of 86 studies were included in the qualitative analysis. 1189 

PRISMA, Preferred Reporting Items for Systematic Reviews and Meta-Analyses 1190 

 1191 

Fig. 1b. PRISMA flow diagram for dysmenorrhea-related studies. 1192 

PRISMA flow diagram illustrating the study selection process for dysmenorrhoea-related 1193 

studies. The records were identified through database searches (PubMed and Scopus) and 1194 

additional sources. After removing irrelevant records through title and abstract screening, the 1195 

full-text articles were assessed for eligibility. Studies were excluded based on predefined 1196 

criteria (irrelevant outcomes, populations, or interventions/comparators). A total of 40 studies 1197 

were included in the qualitative analysis. 1198 

PRISMA, Preferred Reporting Items for Systematic Reviews and Meta-Analyses 1199 

 1200 

Fig. 1c. PRISMA flow diagram for PMS/PMDD-related studies. 1201 

PRISMA flow diagram illustrating the selection process for PMS/PMDD-related studies. The 1202 

records were identified through database searches (PubMed and Scopus) and additional 1203 

sources. Following title and abstract screening, full-text articles were assessed for eligibility. 1204 
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Studies were excluded based on predefined criteria (irrelevant outcomes, populations, or 1205 

interventions/comparators). A total of 25 studies were included in the qualitative analyses. 1206 

PMS, premenstrual syndrome; PMDD, premenstrual dysphoric disorder; PRISMA, Preferred 1207 

Reporting Items for Systematic Reviews and Meta-Analyses 1208 

 1209 

Fig. 1d. PRISMA flow diagram for HMB/AUB-related studies. 1210 

PRISMA flow diagram illustrating the study selection process for HMB- and AUB-related 1211 

studies. The records were identified through database searches (PubMed and Scopus) and 1212 

additional sources. Following title and abstract screening, full-text articles were assessed for 1213 

eligibility. Studies were excluded based on predefined criteria (irrelevant outcomes, 1214 

populations, or interventions/comparators). A total of 21 studies were included in the 1215 

qualitative analyses. 1216 

AUB, abnormal uterine bleeding; HMB, heavy menstrual bleeding; PRISMA, Preferred 1217 

Reporting Items for Systematic Reviews and Meta-Analyses 1218 

 1219 

Fig. 2. Conceptual framework of menstrual-related disorders affecting quality of life, 1220 

productivity, and economic burden. 1221 

Menstrual disorders, including dysmenorrhoea, PMS/PMDD, heavy menstrual bleeding, and 1222 

abnormal uterine bleeding, result in physical and psychological symptoms. These symptoms 1223 

lead to impaired functioning and reduced quality of life across physical, psychological, and 1224 

social domains. Productivity loss, particularly presenteeism, has emerged as a central 1225 

pathway linking symptom burden to economic consequences at both the individual and 1226 
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societal levels. Modifying factors, such as mental health, health literacy, workplace 1227 

environment, and lifestyle characteristics, influence these pathways. Medical, educational, 1228 

digital, and workplace-based interventions may mitigate symptom burden and downstream 1229 

economic impacts. 1230 

PMS, premenstrual syndrome; PMDD, premenstrual dysphoric disorder 1231 

 1232 



背景と研究の目的
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月経前症候群 Premenstrual syndrome(PMS)

• PMSは身体的・精神的な症状を伴う, 生殖年齢女性に多い疾患
であり, 生活の質に大きな影響を及ぼす.

• 発症要因やリスクファクター：諸説あり.

発症要因

エストロゲン
プロゲステロン
セロトニン

Gamma-aminobutyric acid

自律神経
遺伝

炎症マーカー

リスクファクター

喫煙
低BMI値 

高BMI値
高カロリー/脂質/糖質/塩分の食事の摂取 

カフェインを週3回以上摂取
ストレスなど

T.Matsumoto  et al2007
T. Matsumoto et al, 2013
E. R. Bertone-Johnson et al. 2014

KA Yonkers et al. 2008
M Dalton Postgraduate .1981
L Hantsoo and J Payne.

Y.Taketani .2020

T.Matsumoto  et al2007
T. Matsumoto et al, 2013
E. R. Bertone-Johnson et al. 2014

KA Yonkers et al. 2008
M Dalton Postgraduate .1981
L Hantsoo and J Payne.

Y.Taketani .2020



PMS患者の将来の疾患リスク

生殖年齢

PMS

うつ病
産後うつ病
更年期障害
高血圧

E. R. Bertone-Johnson et al. 2015

E. R. Bertone-Johnson et al. 2016

Y. M. Huang et al.   2022 

L. Hantsoo and J. L. Payne. 2023

     ?



PMS患者の将来の疾患リスク

生殖年齢

PMS

将来の疾患
リスク

適切な介入
予防に繋がるのではないか



PMSと生活習慣病の関連：高血圧 2型糖尿病 脂質異常症

• PMSと生活習慣病は発症要因やリスクファクターを共有する可
能性がある.

→ホルモン系や自律神経の調節異常は, 高血圧, 2型糖尿病, 脂質
異常症と関連する可能性がある.

→喫煙, 高カロリー食, ストレスなどの生活習慣因子も共通の関
与が示唆される.

• 高血圧に関する研究は少数あるが, 結果が一致していない.

これまでの研究では因果関係の証明は不十分であり, 特に大規模
データを用いた研究は少ない.



研究手法：大規模データベースの活用



大規模データベースとは？

期間：2005年-2024年

JMDC HP



研究デザイン：後方視的マッチドペアコホート研究

• 18-49歳の女性

• PMS病名あり

• 健康診断の受診あり

• 18-49歳の女性

• PMS病名なし

• 健康診断の受診あり

PMS群 Control群

年齢、保険の加入年月,でマッチング（最大1:10）

【対象の除外基準】
無月経
高血圧, 2型糖尿病, 脂質異常症の既往がある人



アウトカムと交絡因子、統計手法

• 主要アウトカム

→複合アウトカム（高血圧、2型糖尿病、脂質異常症いずれかの病名）

• 副次アウトカム: それぞれの単独病名

感度分析：定義を「健診値異常もしくは処方」に変更

• 交絡因子を幅広く調整: うつ病, 甲状腺疾患, 子宮内膜症, PCO, 

BMI, 喫煙, 飲酒, 睡眠, 食事（健診データより）, 通院回数など

• 生存時間解析を施行（Stata18を使用）



研究手法：大規模データベースの活用
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大規模データベースとは？

期間：2005年-2024年

JMDC HP



研究デザイン：後方視的マッチドペアコホート研究

• 18-49歳の女性

• PMS病名あり

• 健康診断の受診あり

• 18-49歳の女性

• PMS病名なし

• 健康診断の受診あり

PMS群 Control群

年齢、保険の加入年月,でマッチング（最大1:10）

【対象の除外基準】
無月経
高血圧, 2型糖尿病, 脂質異常症の既往がある人



アウトカムと交絡因子、統計手法

• 主要アウトカム

→複合アウトカム（高血圧、2型糖尿病、脂質異常症いずれかの病名）

• 副次アウトカム: それぞれの単独病名

感度分析：定義を「健診値異常もしくは処方」に変更

• 交絡因子を幅広く調整: うつ病, 甲状腺疾患, 子宮内膜症, PCO, 

BMI, 喫煙, 飲酒, 睡眠, 食事（健診データより）, 通院回数など

• 生存時間解析を施行（Stata18を使用）



主要な研究結果



参加者背景

• 追跡期間（中央値）：671日

項目 PMS群
(N=12,620)

Control
(N=55,618)

標準化平均差

年齢 35.3 35.6 0.035

BMI(kg/m2) 20.9 21.3 0.11

通院回数 6 4 0.43

収縮期血圧(mg/dL) 107 109 0.13

HbA1c 5.26 5.29 0.074

LDLコレステロール 105 107 0.06

喫煙(%) 7.3 10.0 0.093

非理想的な睡眠(%) 41.3 35.3 0.12

うつ病(%) 14.1 4.9 0.31



複合アウトカム

調整後
ハザード比 1.49
95%信頼区間 1.38-1.61
P値 <0.01

PMS

Control



高血圧 2型糖尿病 脂質異常症

調整後
ハザード比 1.48
95%信頼区間 1.37-1.72
P値 <0.01

調整後
ハザード比 1.38
95%信頼区間 1.19-1.60
P値 <0.01

調整後
ハザード比 1.59
95%信頼区間 1.44-1.75
P値 <0.01



感度解析：処方+健診値異常

高血圧

PMS

Control

調整後
ハザード比 1.35
95%信頼区間 1.25-1.46
P値 <0.01

2型糖尿病

調整後
ハザード比 1.00
95%信頼区間 0.64-1.57
P値 0.98

脂質異常症

調整後
ハザード比 1.05
95%信頼区間 0.99-1.13
P値 0.07



考察



PMSと将来の高血圧の関連性

• PMSと高血圧の関連性は, 診断コード・健診データ・処方のどの定
義を用いても一貫して有意であった.

→ PMSが高血圧の早期マーカーとなりうる可能性を示唆.

【関連するメカニズム】

• 自律神経の不均衡：PMSでは交感神経の優位や副交感神経活動の低
下が報告されており, これらは血圧上昇に寄与しうる. T.Matsumoto et al. 2012 

• 慢性炎症状態：PMSでは炎症性サイトカインの上昇が報告されてお
り、これは血管機能障害や高血圧の発症に関与する可能性がある.

E,Bertone et al.2014

• 神経内分泌系の感受性変化：ストレス応答やホルモン変動への過敏
性が高まることで, コルチゾールやRAA系の亢進を通じて血圧上昇を
引き起こす可能性がある. E.Bertone et al.2015



PMSと将来の2型糖尿病・脂質異常症

• 病名では関連があり、定義を厳格化すると関連がみられなかった

①境界型にいる人が一定数いた可能性

②そもそも関連が薄かった可能性

【考え得るメカニズム】

• 食生活、自律神経、糖代謝によるホルモンバランスの乱れ Y.Huang et al.2022

• 腸内細菌(Collinsella)                                                           K.Okuma et al. 2023

• 動物性脂質・飽和脂肪酸の摂取量 H. Kobayashi et al.2019

→高血圧と比較すると、関連しうるメカニズムが薄い



本研究の結果を踏まえた臨床への示唆

生殖年齢

PMS

生活習慣病
特に高血圧

・問診時に、家族歴や生活習慣を聴取
・健康診断等の受診を勧奨
・将来的なリスクを伝え、行動変容を促す早期介入の重要性を啓発
・多職種連携

心血管疾患リスク
も下がる!?



結論



結論

• PMSが生活習慣病のリスク因子である可能性, もしくは関連す
る発症メカニズムを保有している可能性がある.

• 特に将来の高血圧と関連があることが示唆された.

• 前向き研究が望まれる.



設問内容 Q1-Q7

Q1 月経困難症は学業・就労に悪影響を与えることが指摘されています

Q2 月経困難症（生理痛を含む）により労働ができなくなり、収入に損失がおきる（経済損
失といいます）ようです

Q3 月経困難症（生理痛を含む）は、QOL（生活の質）に悪影響を及ぼすようです

Q4 PMSは月経前にみられる精神（いらいら・不安など）・身体（むくむ・下腹部痛など）
症状であり、月経が始まると改善する特徴があります。PMDD（月経前不快気分障害）は
PMS（月経前症候群）の一種とされ、月経前に現れる精神的な症状が特に強く、日常生活
に支障をきたす状態を指します。

Q5 PMSおよびPMDDはセルフケアができる可能性がありますので、生活習慣や教育が重要
であるようです

Q6 月経量はアブセンティズム（欠勤）に関連する可能性があります

Q7 月経量は生活の質を下げる可能性が指摘されています

資料６−２



令和7年度 厚生労働省班研究
月経随伴症状認知度アンケート

結果集計

2025/11/11



回答者背景
• 2025/11/8までに333件の回答を得た

•そのうち331件で研究参加同意を得た



職種（複数回答あり）

助産師、看護師、産業医以外の医師、
薬剤師からの回答が多かった
教員や養護教諭の方も含まれていた

職業 度数

助産師 97

医師（産業医資格なし） 73

薬剤師 40

看護師 29

養護教諭 19

医師（産業医資格あり） 14

学生 10

アドバンスト助産師 10

保健師 7

教員 5

大学教員 2

心理士 2

会社員（社員の健康管理には関与していない） 2

ソーシャルワーカー 1

保健体育教諭 1

助産学校教員 1

理学療法士 1

会社員（業務として社員の健康管理に携わっている） 1

専業主婦 1

助産師養成課程の大学教員 1

保育士 1

公務員 1

管理栄養士 1

著述家 1



勤務先

度数

高等教育機関 60
診療所 45
私的病院 38
公的病院 33
大学病院 31
薬局 28
義務教育学校、高等学校 20
企業 16
その他 62



専門資格（複数回答あり）

資格 度数
なし 133
日本産科婦人科学会・専門医 64
CLoCMiPレベルⅢ 36
薬剤師 12
女性のヘルスケア研修会履修 6
思春期保健相談士 5
性教育認定講師 3
看護師、保健師 2
SANE 2
専門看護師 2
認定看護師 2
思春期保健相談士 認定心理士 1
健康経営アドバイザー 1
養護教諭１種免許 1
内科学会専門医 1
養護教諭１種 1
思春期保健相談士、受胎調節実地指導員 1
アドバンス助産師 1
小児科専門医、子どものこころ専門医、小児心身症認定医 1
薬剤師・学校薬剤師 1
社会医学系専門医・指導医 1
日本小児科学会・専門医 1
看護師、保健師、養護教諭 1
小児科学会専門医 1
看護師 1
精神科専門医、指導医 1
衛生管理者 1
看護師免許 1
小児科専門医、子どものこころ専門医、小児心身医学会認定医 1
小学校・中学（国語）・高校（国語）1種、性教育認定講師 1

日本泌尿器科学会専門医 1
臨床発達心理士ＳＶ 1
養護教諭免許 1
公認心理師 1
労働衛生コンサルタント 1
養護教諭 看護師 保健師 1
看護師、助産師、保健師 1
養護教諭一種免許状 1
産業カウンセラー 1
養護教諭 1
助産師 1
老年内科指導医 1
保育士、 1
思春期件相談士 1
小児科医 1
養護教諭Ⅰ種免許 1
日本女性心身医学会・認定制度 1
思春期相談士 1
中学校教諭、養護教諭 1
理学療法士 1
養護教諭免許状 1
思春期相談士、介護支援専門員 1
看護師 保健師 1
子どもの心相談医 1
看護師、保健師、助産師、養護教諭 1
公認心理師 教員免許状 1
保健師 思春期保健相談士 性教育認定講師 1
学校薬剤師 1
社会福祉士、認定精神保健福祉士、保育士、公認心理師 1
スポーツファーマシスト、性教育認定講師、心不全療養指導士、静岡
県東部糖尿病療養指導士 1
糖尿病療養指導士 1
小児科専門医 1
保健師、思春期保健相談士 1
認定薬剤師 1
養護教諭、公認心理師 1



設問内容 Q1-Q7

Q1 月経困難症は学業・就労に悪影響を与えることが指摘されています

Q2 月経困難症（生理痛を含む）により労働ができなくなり、収入に損失がおきる（経済損
失といいます）ようです

Q3 月経困難症（生理痛を含む）は、QOL（生活の質）に悪影響を及ぼすようです

Q4 PMSは月経前にみられる精神（いらいら・不安など）・身体（むくむ・下腹部痛など）
症状であり、月経が始まると改善する特徴があります。PMDD（月経前不快気分障害）は
PMS（月経前症候群）の一種とされ、月経前に現れる精神的な症状が特に強く、日常生活
に支障をきたす状態を指します。

Q5 PMSおよびPMDDはセルフケアができる可能性がありますので、生活習慣や教育が重要
であるようです

Q6 月経量はアブセンティズム（欠勤）に関連する可能性があります

Q7 月経量は生活の質を下げる可能性が指摘されています



Q1 月経困難症は学業・就労に悪影響を与える
Q2 月経困難症による経済損失
Q3 月経困難症はQOLに悪影響
Q4 PMSとPMDD
Q5 PMSおよびPMDDは生活習慣や教育が重要
Q6 月経量はアブセンティズムに関連
Q7 月経量は生活の質を下げる

• 経済損失、月経量とQOLの関連についての理解が50%
を下回った

• 納得感についてはいずれの設問も90%近くが「思う」
「強くそう思う」だったが、経済損失については
「どちらとも思わない」（＝わからないということ
か？）が多かった



「以前からご存じでしたか」への「知っている」の回答の個数

Q1 月経困難症は学業・就労に悪影響を与える
Q2 月経困難症による経済損失
Q3 月経困難症はQOLに悪影響
Q4 PMSとPMDD
Q5 PMSおよびPMDDは生活習慣や教育が重要
Q6 月経量はアブセンティズムに関連
Q7 月経量は生活の質を下げる

中央値 4



「知っている」の
個数ごとの背景

「知っている」<4個 「知っている」≧4個 Total Test

N 116 (36.1%) 205 (63.9%) 321 (100.0%)
性別

女性 91 (78.4%) 182 (88.8%) 273 (85.0%) 0.035
男性 24 (20.7%) 21 (10.2%) 45 (14.0%)
答えたくない 1 (0.9%) 2 (1.0%) 3 (0.9%)
年齢

20〜29歳 17 (14.7%) 9 (4.4%) 26 (8.1%) 0.007

30〜39歳 16 (13.8%) 28 (13.7%) 44 (13.7%)

40〜49歳 35 (30.2%) 57 (27.8%) 92 (28.7%)

50〜59歳 29 (25.0%) 71 (34.6%) 100 (31.2%)

60〜65歳 10 (8.6%) 31 (15.1%) 41 (12.8%)

66歳以上 9 (7.8%) 9 (4.4%) 18 (5.6%)
資格

その他 19 (16.4%) 39 (19.0%) 58 (18.1%) <0.001
産婦人科専門医 8 (6.9%) 56 (27.3%) 64 (19.9%)

CLoCMiPレベル3 9 (7.8%) 27 (13.2%) 36 (11.2%)
女性心身医学会認定 0 (0.0%) 1 (0.5%) 1 (0.3%)
薬剤師 7 (6.0%) 8 (3.9%) 15 (4.7%)
性教育認定講師 1 (0.9%) 4 (2.0%) 5 (1.6%)
思春期保健相談士 2 (1.7%) 7 (3.4%) 9 (2.8%)
なし 70 (60.3%) 63 (30.7%) 133 (41.4%)
勤務先

その他 19 (16.4%) 41 (20.0%) 60 (18.7%) 0.098
大学病院 10 (8.6%) 20 (9.8%) 30 (9.3%)
公的病院 14 (12.1%) 20 (9.8%) 34 (10.6%)
私的病院 15 (12.9%) 22 (10.7%) 37 (11.5%)
診療所 12 (10.3%) 30 (14.6%) 42 (13.1%)
企業 6 (5.2%) 10 (4.9%) 16 (5.0%)
高等教育機関 14 (12.1%) 41 (20.0%) 55 (17.1%)
義務教育、高等学校 12 (10.3%) 7 (3.4%) 19 (5.9%)
薬局 14 (12.1%) 14 (6.8%) 28 (8.7%)
職種

その他 28 (24.1%) 29 (14.1%) 57 (17.8%) <0.001
医師（産業医資格なし） 17 (14.7%) 56 (27.3%) 73 (22.7%)
看護師 17 (14.7%) 12 (5.9%) 29 (9.0%)
産業医 4 (3.4%) 10 (4.9%) 14 (4.4%)
助産師 30 (25.9%) 78 (38.0%) 108 (33.6%)
薬剤師 20 (17.2%) 20 (9.8%) 40 (12.5%)

• 男性で「知っている」の個数が少ない
• 若い年代で「知っている」の個数が少ない
• 産婦人科専門医等の有資格者は「知っている」
の個数が多い

• 医師、助産師で「知っている」の個数が多い



Q1 知っている 知らない Total Test
N 192 (59.8%) 129 (40.2%) 321 (100.0%)
性別
女性 168 (87.5%) 105 (81.4%) 273 (85.0%) 0.268
男性 22 (11.5%) 23 (17.8%) 45 (14.0%)
答えたくない 2 (1.0%) 1 (0.8%) 3 (0.9%)
年齢

20〜29歳 9 (4.7%) 17 (13.2%) 26 (8.1%) 0.010
30〜39歳 27 (14.1%) 17 (13.2%) 44 (13.7%)
40〜49歳 47 (24.5%) 45 (34.9%) 92 (28.7%)
50〜59歳 68 (35.4%) 32 (24.8%) 100 (31.2%)
60〜65歳 28 (14.6%) 13 (10.1%) 41 (12.8%)
66歳以上 13 (6.8%) 5 (3.9%) 18 (5.6%)
資格
その他 37 (19.3%) 21 (16.3%) 58 (18.1%) <0.001
産婦人科専門医 49 (25.5%) 15 (11.6%) 64 (19.9%)
CLoCMiPレベル3 25 (13.0%) 11 (8.5%) 36 (11.2%)
女性心身医学会認定 1 (0.5%) 0 (0.0%) 1 (0.3%)
薬剤師 9 (4.7%) 6 (4.7%) 15 (4.7%)
性教育認定講師 3 (1.6%) 2 (1.6%) 5 (1.6%)
思春期保健相談士 8 (4.2%) 1 (0.8%) 9 (2.8%)
なし 60 (31.2%) 73 (56.6%) 133 (41.4%)
勤務先
その他 39 (20.3%) 21 (16.3%) 60 (18.7%) 0.080
大学病院 21 (10.9%) 9 (7.0%) 30 (9.3%)
公的病院 17 (8.9%) 17 (13.2%) 34 (10.6%)
私的病院 20 (10.4%) 17 (13.2%) 37 (11.5%)
診療所 26 (13.5%) 16 (12.4%) 42 (13.1%)
企業 9 (4.7%) 7 (5.4%) 16 (5.0%)
高等教育機関 40 (20.8%) 15 (11.6%) 55 (17.1%)
義務教育、高等学校 7 (3.6%) 12 (9.3%) 19 (5.9%)
薬局 13 (6.8%) 15 (11.6%) 28 (8.7%)
職種
その他 29 (15.1%) 28 (21.7%) 57 (17.8%) 0.019

医師（産業医資格なし） 48 (25.0%) 25 (19.4%) 73 (22.7%)
看護師 13 (6.8%) 16 (12.4%) 29 (9.0%)
産業医 10 (5.2%) 4 (3.1%) 14 (4.4%)
助産師 74 (38.5%) 34 (26.4%) 108 (33.6%)
薬剤師 18 (9.4%) 22 (17.1%) 40 (12.5%)

Q1 月経困難症は学業・就労に悪影響を与える
Q2 月経困難症による経済損失
Q3 月経困難症はQOLに悪影響
Q4 PMSとPMDD
Q5 PMSおよびPMDDは生活習慣や教育が重要
Q6 月経量はアブセンティズムに関連
Q7 月経量は生活の質を下げる



Q2
Q1 月経困難症は学業・就労に悪影響を与える
Q2 月経困難症による経済損失
Q3 月経困難症はQOLに悪影響
Q4 PMSとPMDD
Q5 PMSおよびPMDDは生活習慣や教育が重要
Q6 月経量はアブセンティズムに関連
Q7 月経量は生活の質を下げる

知っている 知らない Total Test

N 119 (37.1%) 202 (62.9%) 321 (100.0%)
性別

女性 103 (86.6%) 170 (84.2%) 273 (85.0%) 0.394
男性 14 (11.8%) 31 (15.3%) 45 (14.0%)
答えたくない 2 (1.7%) 1 (0.5%) 3 (0.9%)
年齢

20〜29歳 3 (2.5%) 23 (11.4%) 26 (8.1%) 0.006
30〜39歳 19 (16.0%) 25 (12.4%) 44 (13.7%)
40〜49歳 28 (23.5%) 64 (31.7%) 92 (28.7%)
50〜59歳 49 (41.2%) 51 (25.2%) 100 (31.2%)
60〜65歳 15 (12.6%) 26 (12.9%) 41 (12.8%)
66歳以上 5 (4.2%) 13 (6.4%) 18 (5.6%)
資格

その他 18 (15.1%) 40 (19.8%) 58 (18.1%) <0.001
産婦人科専門医 46 (38.7%) 18 (8.9%) 64 (19.9%)
CLoCMiPレベル3 13 (10.9%) 23 (11.4%) 36 (11.2%)
女性心身医学会認定 1 (0.8%) 0 (0.0%) 1 (0.3%)
薬剤師 2 (1.7%) 13 (6.4%) 15 (4.7%)
性教育認定講師 4 (3.4%) 1 (0.5%) 5 (1.6%)
思春期保健相談士 4 (3.4%) 5 (2.5%) 9 (2.8%)
なし 31 (26.1%) 102 (50.5%) 133 (41.4%)
勤務先

その他 22 (18.5%) 38 (18.8%) 60 (18.7%) <0.001
大学病院 17 (14.3%) 13 (6.4%) 30 (9.3%)
公的病院 14 (11.8%) 20 (9.9%) 34 (10.6%)
私的病院 11 (9.2%) 26 (12.9%) 37 (11.5%)
診療所 24 (20.2%) 18 (8.9%) 42 (13.1%)
企業 4 (3.4%) 12 (5.9%) 16 (5.0%)
高等教育機関 23 (19.3%) 32 (15.8%) 55 (17.1%)
義務教育、高等学校 1 (0.8%) 18 (8.9%) 19 (5.9%)
薬局 3 (2.5%) 25 (12.4%) 28 (8.7%)
職種

その他 12 (10.1%) 45 (22.3%) 57 (17.8%) <0.001
医師（産業医資格なし） 43 (36.1%) 30 (14.9%) 73 (22.7%)
看護師 5 (4.2%) 24 (11.9%) 29 (9.0%)
産業医 7 (5.9%) 7 (3.5%) 14 (4.4%)
助産師 47 (39.5%) 61 (30.2%) 108 (33.6%)
薬剤師 5 (4.2%) 35 (17.3%) 40 (12.5%)



Q3
Q1 月経困難症は学業・就労に悪影響を与える
Q2 月経困難症による経済損失
Q3 月経困難症はQOLに悪影響
Q4 PMSとPMDD
Q5 PMSおよびPMDDは生活習慣や教育が重要
Q6 月経量はアブセンティズムに関連
Q7 月経量は生活の質を下げる

知っている 知らない Total Test

N 233 (72.6%) 88 (27.4%) 321 (100.0%)
性別

女性 207 (88.8%) 66 (75.0%) 273 (85.0%) 0.007
男性 24 (10.3%) 21 (23.9%) 45 (14.0%)
答えたくない 2 (0.9%) 1 (1.1%) 3 (0.9%)
年齢

20〜29歳 15 (6.4%) 11 (12.5%) 26 (8.1%) 0.254

30〜39歳 31 (13.3%) 13 (14.8%) 44 (13.7%)

40〜49歳 68 (29.2%) 24 (27.3%) 92 (28.7%)

50〜59歳 74 (31.8%) 26 (29.5%) 100 (31.2%)

60〜65歳 34 (14.6%) 7 (8.0%) 41 (12.8%)

66歳以上 11 (4.7%) 7 (8.0%) 18 (5.6%)
資格

その他 39 (16.7%) 19 (21.6%) 58 (18.1%) 0.033
産婦人科専門医 56 (24.0%) 8 (9.1%) 64 (19.9%)

CLoCMiPレベル3 27 (11.6%) 9 (10.2%) 36 (11.2%)
女性心身医学会認定 1 (0.4%) 0 (0.0%) 1 (0.3%)
薬剤師 10 (4.3%) 5 (5.7%) 15 (4.7%)
性教育認定講師 5 (2.1%) 0 (0.0%) 5 (1.6%)
思春期保健相談士 8 (3.4%) 1 (1.1%) 9 (2.8%)
なし 87 (37.3%) 46 (52.3%) 133 (41.4%)
勤務先

その他 46 (19.7%) 14 (15.9%) 60 (18.7%) 0.029
大学病院 25 (10.7%) 5 (5.7%) 30 (9.3%)
公的病院 20 (8.6%) 14 (15.9%) 34 (10.6%)
私的病院 26 (11.2%) 11 (12.5%) 37 (11.5%)
診療所 33 (14.2%) 9 (10.2%) 42 (13.1%)
企業 12 (5.2%) 4 (4.5%) 16 (5.0%)
高等教育機関 44 (18.9%) 11 (12.5%) 55 (17.1%)
義務教育、高等学校 8 (3.4%) 11 (12.5%) 19 (5.9%)
薬局 19 (8.2%) 9 (10.2%) 28 (8.7%)
職種

その他 34 (14.6%) 23 (26.1%) 57 (17.8%) 0.057
医師（産業医資格なし） 57 (24.5%) 16 (18.2%) 73 (22.7%)
看護師 19 (8.2%) 10 (11.4%) 29 (9.0%)
産業医 11 (4.7%) 3 (3.4%) 14 (4.4%)
助産師 86 (36.9%) 22 (25.0%) 108 (33.6%)
薬剤師 26 (11.2%) 14 (15.9%) 40 (12.5%)



Q4
Q1 月経困難症は学業・就労に悪影響を与える
Q2 月経困難症による経済損失
Q3 月経困難症はQOLに悪影響
Q4 PMSとPMDD
Q5 PMSおよびPMDDは生活習慣や教育が重要
Q6 月経量はアブセンティズムに関連
Q7 月経量は生活の質を下げる

知っている 知らない Total Test

N 210 (65.4%) 111 (34.6%) 321 (100.0%)
性別

女性 183 (87.1%) 90 (81.1%) 273 (85.0%) 0.324
男性 25 (11.9%) 20 (18.0%) 45 (14.0%)
答えたくない 2 (1.0%) 1 (0.9%) 3 (0.9%)
年齢

20〜29歳 12 (5.7%) 14 (12.6%) 26 (8.1%) 0.281

30〜39歳 29 (13.8%) 15 (13.5%) 44 (13.7%)

40〜49歳 64 (30.5%) 28 (25.2%) 92 (28.7%)

50〜59歳 66 (31.4%) 34 (30.6%) 100 (31.2%)

60〜65歳 29 (13.8%) 12 (10.8%) 41 (12.8%)

66歳以上 10 (4.8%) 8 (7.2%) 18 (5.6%)
資格

その他 30 (14.3%) 28 (25.2%) 58 (18.1%) <0.001
産婦人科専門医 60 (28.6%) 4 (3.6%) 64 (19.9%)

CLoCMiPレベル3 26 (12.4%) 10 (9.0%) 36 (11.2%)
女性心身医学会認定 1 (0.5%) 0 (0.0%) 1 (0.3%)
薬剤師 8 (3.8%) 7 (6.3%) 15 (4.7%)
性教育認定講師 4 (1.9%) 1 (0.9%) 5 (1.6%)
思春期保健相談士 8 (3.8%) 1 (0.9%) 9 (2.8%)
なし 73 (34.8%) 60 (54.1%) 133 (41.4%)
勤務先

その他 36 (17.1%) 24 (21.6%) 60 (18.7%) 0.066
大学病院 19 (9.0%) 11 (9.9%) 30 (9.3%)
公的病院 26 (12.4%) 8 (7.2%) 34 (10.6%)
私的病院 28 (13.3%) 9 (8.1%) 37 (11.5%)
診療所 31 (14.8%) 11 (9.9%) 42 (13.1%)
企業 10 (4.8%) 6 (5.4%) 16 (5.0%)
高等教育機関 38 (18.1%) 17 (15.3%) 55 (17.1%)
義務教育、高等学校 7 (3.3%) 12 (10.8%) 19 (5.9%)
薬局 15 (7.1%) 13 (11.7%) 28 (8.7%)
職種

その他 27 (12.9%) 30 (27.0%) 57 (17.8%) 0.001
医師（産業医資格なし） 60 (28.6%) 13 (11.7%) 73 (22.7%)
看護師 18 (8.6%) 11 (9.9%) 29 (9.0%)
産業医 11 (5.2%) 3 (2.7%) 14 (4.4%)
助産師 72 (34.3%) 36 (32.4%) 108 (33.6%)
薬剤師 22 (10.5%) 18 (16.2%) 40 (12.5%)



Q5
Q1 月経困難症は学業・就労に悪影響を与える
Q2 月経困難症による経済損失
Q3 月経困難症はQOLに悪影響
Q4 PMSとPMDD
Q5 PMSおよびPMDDは生活習慣や教育が重要
Q6 月経量はアブセンティズムに関連
Q7 月経量は生活の質を下げる

知っている 知らない Total Test

N 210 (65.4%) 111 (34.6%) 321 (100.0%)
性別

女性 186 (88.6%) 87 (78.4%) 273 (85.0%) 0.042
男性 22 (10.5%) 23 (20.7%) 45 (14.0%)
答えたくない 2 (1.0%) 1 (0.9%) 3 (0.9%)
年齢

20〜29歳 12 (5.7%) 14 (12.6%) 26 (8.1%) 0.078

30〜39歳 31 (14.8%) 13 (11.7%) 44 (13.7%)
40〜49歳 60 (28.6%) 32 (28.8%) 92 (28.7%)
50〜59歳 69 (32.9%) 31 (27.9%) 100 (31.2%)
60〜65歳 30 (14.3%) 11 (9.9%) 41 (12.8%)

66歳以上 8 (3.8%) 10 (9.0%) 18 (5.6%)
資格

その他 41 (19.5%) 17 (15.3%) 58 (18.1%) 0.002
産婦人科専門医 53 (25.2%) 11 (9.9%) 64 (19.9%)

CLoCMiPレベル3 25 (11.9%) 11 (9.9%) 36 (11.2%)
女性心身医学会認定 1 (0.5%) 0 (0.0%) 1 (0.3%)
薬剤師 7 (3.3%) 8 (7.2%) 15 (4.7%)
性教育認定講師 3 (1.4%) 2 (1.8%) 5 (1.6%)
思春期保健相談士 8 (3.8%) 1 (0.9%) 9 (2.8%)
なし 72 (34.3%) 61 (55.0%) 133 (41.4%)
勤務先

その他 38 (18.1%) 22 (19.8%) 60 (18.7%) 0.131
大学病院 20 (9.5%) 10 (9.0%) 30 (9.3%)
公的病院 21 (10.0%) 13 (11.7%) 34 (10.6%)
私的病院 26 (12.4%) 11 (9.9%) 37 (11.5%)
診療所 33 (15.7%) 9 (8.1%) 42 (13.1%)
企業 10 (4.8%) 6 (5.4%) 16 (5.0%)
高等教育機関 40 (19.0%) 15 (13.5%) 55 (17.1%)
義務教育、高等学校 9 (4.3%) 10 (9.0%) 19 (5.9%)
薬局 13 (6.2%) 15 (13.5%) 28 (8.7%)
職種

その他 31 (14.8%) 26 (23.4%) 57 (17.8%) 0.009
医師（産業医資格なし） 54 (25.7%) 19 (17.1%) 73 (22.7%)
看護師 19 (9.0%) 10 (9.0%) 29 (9.0%)
産業医 10 (4.8%) 4 (3.6%) 14 (4.4%)
助産師 78 (37.1%) 30 (27.0%) 108 (33.6%)
薬剤師 18 (8.6%) 22 (19.8%) 40 (12.5%)



Q6
Q1 月経困難症は学業・就労に悪影響を与える
Q2 月経困難症による経済損失
Q3 月経困難症はQOLに悪影響
Q4 PMSとPMDD
Q5 PMSおよびPMDDは生活習慣や教育が重要
Q6 月経量はアブセンティズムに関連
Q7 月経量は生活の質を下げる

知っている 知らない Total Test

N 193 (60.1%) 128 (39.9%) 321 (100.0%)
性別

女性 171 (88.6%) 102 (79.7%) 273 (85.0%) 0.068
男性 20 (10.4%) 25 (19.5%) 45 (14.0%)
答えたくない 2 (1.0%) 1 (0.8%) 3 (0.9%)
年齢

20〜29歳 9 (4.7%) 17 (13.3%) 26 (8.1%) 0.018

30〜39歳 25 (13.0%) 19 (14.8%) 44 (13.7%)

40〜49歳 54 (28.0%) 38 (29.7%) 92 (28.7%)

50〜59歳 68 (35.2%) 32 (25.0%) 100 (31.2%)

60〜65歳 29 (15.0%) 12 (9.4%) 41 (12.8%)

66歳以上 8 (4.1%) 10 (7.8%) 18 (5.6%)
資格

その他 35 (18.1%) 23 (18.0%) 58 (18.1%) <0.001
産婦人科専門医 53 (27.5%) 11 (8.6%) 64 (19.9%)

CLoCMiPレベル3 22 (11.4%) 14 (10.9%) 36 (11.2%)
女性心身医学会認定 1 (0.5%) 0 (0.0%) 1 (0.3%)
薬剤師 5 (2.6%) 10 (7.8%) 15 (4.7%)
性教育認定講師 4 (2.1%) 1 (0.8%) 5 (1.6%)
思春期保健相談士 6 (3.1%) 3 (2.3%) 9 (2.8%)
なし 67 (34.7%) 66 (51.6%) 133 (41.4%)
勤務先

その他 43 (22.3%) 17 (13.3%) 60 (18.7%) 0.013
大学病院 19 (9.8%) 11 (8.6%) 30 (9.3%)
公的病院 16 (8.3%) 18 (14.1%) 34 (10.6%)
私的病院 22 (11.4%) 15 (11.7%) 37 (11.5%)
診療所 31 (16.1%) 11 (8.6%) 42 (13.1%)
企業 7 (3.6%) 9 (7.0%) 16 (5.0%)
高等教育機関 36 (18.7%) 19 (14.8%) 55 (17.1%)
義務教育、高等学校 7 (3.6%) 12 (9.4%) 19 (5.9%)
薬局 12 (6.2%) 16 (12.5%) 28 (8.7%)
職種

その他 29 (15.0%) 28 (21.9%) 57 (17.8%) 0.011
医師（産業医資格なし） 54 (28.0%) 19 (14.8%) 73 (22.7%)
看護師 15 (7.8%) 14 (10.9%) 29 (9.0%)
産業医 8 (4.1%) 6 (4.7%) 14 (4.4%)
助産師 70 (36.3%) 38 (29.7%) 108 (33.6%)
薬剤師 17 (8.8%) 23 (18.0%) 40 (12.5%)



Q7
Q1 月経困難症は学業・就労に悪影響を与える
Q2 月経困難症による経済損失
Q3 月経困難症はQOLに悪影響
Q4 PMSとPMDD
Q5 PMSおよびPMDDは生活習慣や教育が重要
Q6 月経量はアブセンティズムに関連
Q7 月経量は生活の質を下げる

知っている 知らない Total Test

N 142 (44.2%) 179 (55.8%) 321 (100.0%)
性別

女性 122 (85.9%) 151 (84.4%) 273 (85.0%) 0.618
男性 18 (12.7%) 27 (15.1%) 45 (14.0%)
答えたくない 2 (1.4%) 1 (0.6%) 3 (0.9%)
年齢

20〜29歳 6 (4.2%) 20 (11.2%) 26 (8.1%) 0.099

30〜39歳 19 (13.4%) 25 (14.0%) 44 (13.7%)

40〜49歳 38 (26.8%) 54 (30.2%) 92 (28.7%)

50〜59歳 51 (35.9%) 49 (27.4%) 100 (31.2%)

60〜65歳 22 (15.5%) 19 (10.6%) 41 (12.8%)

66歳以上 6 (4.2%) 12 (6.7%) 18 (5.6%)
資格

その他 23 (16.2%) 35 (19.6%) 58 (18.1%) 0.259
産婦人科専門医 35 (24.6%) 29 (16.2%) 64 (19.9%)

CLoCMiPレベル3 20 (14.1%) 16 (8.9%) 36 (11.2%)
女性心身医学会認定 1 (0.7%) 0 (0.0%) 1 (0.3%)
薬剤師 7 (4.9%) 8 (4.5%) 15 (4.7%)
性教育認定講師 2 (1.4%) 3 (1.7%) 5 (1.6%)
思春期保健相談士 4 (2.8%) 5 (2.8%) 9 (2.8%)
なし 50 (35.2%) 83 (46.4%) 133 (41.4%)
勤務先

その他 23 (16.2%) 37 (20.7%) 60 (18.7%) 0.610
大学病院 14 (9.9%) 16 (8.9%) 30 (9.3%)
公的病院 19 (13.4%) 15 (8.4%) 34 (10.6%)
私的病院 14 (9.9%) 23 (12.8%) 37 (11.5%)
診療所 18 (12.7%) 24 (13.4%) 42 (13.1%)
企業 6 (4.2%) 10 (5.6%) 16 (5.0%)
高等教育機関 28 (19.7%) 27 (15.1%) 55 (17.1%)
義務教育、高等学校 6 (4.2%) 13 (7.3%) 19 (5.9%)
薬局 14 (9.9%) 14 (7.8%) 28 (8.7%)
職種

その他 20 (14.1%) 37 (20.7%) 57 (17.8%) 0.495
医師（産業医資格なし） 36 (25.4%) 37 (20.7%) 73 (22.7%)
看護師 10 (7.0%) 19 (10.6%) 29 (9.0%)
産業医 6 (4.2%) 8 (4.5%) 14 (4.4%)
助産師 51 (35.9%) 57 (31.8%) 108 (33.6%)
薬剤師 19 (13.4%) 21 (11.7%) 40 (12.5%)



受診しない理由の推定

度数

費用負担があるから 149

忙しく病院へ行く時間がないから 131

恥ずかしい・内診されるのが嫌 19

病院に行きたくない 10

どこの病院に行けばいいか分からないから 5

病院へ行くほどの症状ではないから 3

オンライン診療で済ませたいと思っているから 2

そのうちに治ると思っていて必要性を感じないから 1

生理で痛みや不調があるのは当たり前だから 1



医療費・勤務制度に関する支援・対策

度数

費用負担に補助を出す（国・自治体などが主導） 190

受診をする時公休（有給）にする 60

費用負担に補助を出す（企業） 28

受診をする時公休（無給）にする 17

少数回答

「みんなやってる」のに弱い日本人だから、周囲に生理治療をしている女性が多くなって治療してるのが当たり前になれば、受
診しやすくなるのでは？たばこの宣伝をする時には健康被害のことも必ず言うようになってる様に、生理用ナプキンや鎮痛剤の
コマーシャルで「ひどい時は婦人科受診してね」というコメントを必須にしたら良い。 1

普段から産婦人科や婦人科が身近に感じられ、相談できる場所であるという認知が広まること。また、低容量ピルについての情
報が広まること 1

情報提供や声かけ 1

本人次第 1

社会全体で病院受診すべきという意識づけ 1

月経随伴症状は当たり前ではないこと、女性の長期的な健康に影響すること、生活の中でできることをもっと知識や知恵として
知れる機会をふやす 1

それは病気であり受診が必要であるともっと情報提供する 1

思春期前からの健康教育で、受診が必要な時や医療機関ｈを知る 1

月に数日、休む理由を言わなくてもいい、ヘルスケア休暇を与えることを義務化する 1

婦人科の敷居が高い 産科には行きにくい 1

具体的な治療薬の開発と広報 1

教育する 1

病院で治る症状であることを広報することが必要。 1

お金や時間があれば受診につながるとは思えない。 1

受診すれば症状が改善する可能性があることをもっと広報する 1

症状の周知徹底 1

患者が相談しやすい医師であること 1

知識普及のための健康教育の開催 1

職場の意識改革や柔軟な働き方が選択可能になる事。組織としてPMSによる損失に誠実に対応しようとする姿勢 1

月経へのマイナスイメージを払拭し、月経随伴症状に対しての知識がない限り、上記の対策をしたところで利用しないと思いま
す。まずは啓蒙の浸透が先と思います 1

月経困難症に値するのかどうかが分かると自己分析ができて、病院に行こうと思える。経血量については、1日何センチのナプ
キンなら何枚、とか明確な標準値などがあると分かりやすい。 1

社会が、月経随伴症状に対して、理解を得られるようになれば。また、家族などからの理解を得られるのは大きいと感じる 1

保護者が受診を妨げているから 1

いい案がありませんが、上記の内容ではない気がします 1

月経随伴症状に関する学習機会を学校だけでなく職場でも必要。病院受診時のハードルを下げる取り組みが必要。 1

分かりません 1

費用補助と休業（特に有給とする
こと）が有効と考える人が多い



医療アクセス・情報提供の工夫・対策

度数

オンライン診療を普及させる 156

受診すべき病院の情報を信頼できるサイトに上げる 103

月経随伴症状に関する情報を信頼できるサイトに上げる
（公的ホームページ） 34

受診で対応してくれる医師の情報を信頼できるサイトに
上げる 20

少数回答

月経随伴症状に関する情報を信頼できるサイトに上げる（製薬企業
などのホームページ） 2

上記のオンライン上の地域も重要だと思うが職場や学校などの所属
での意識を改善する必要がある。 1

学校での性教育の充実、すべてのこどもが学校でこのような情報を
得られるようにする 1

テレビや新聞で特集を組んだり経験談を載せる 1

生理休暇の取得率が始めに仰っていたように全女性従業員の10%以下
の企業は組織としてアカンよという監査を行う 1
上記はもうすでにありますが、興味のある人、意識の高い人しか利
用していないように思えます。学校などでもっと早いうちから、学
ぶことが最重要と思います 1

外来担当医を女性医師にする 1

オンライン診療と受診すべき病院の情報提供を支持する意見が多い



心理的・社会的なサポート・対策

度数

月経随伴症状に関する相談窓口を作る（電話やオンラ
インで人が対応） 127

生理で痛みや不調がある女性のコミュニティーを作る 116

月経随伴症状に関する相談窓口を作る（チャットボッ
トなど） 62

少数回答

すでにどれも行なっていると思いますが、効果は薄いと感じます。教育機関で男女問わ
ず、積極的に啓蒙し、月経に対する負のイメージを払拭し、一人で抱えることのないよ
う誘導していかないと上記の機能がうまく活用できないのではないでしょうか 1

中学生くらいから教育する 1

月経随伴症状についての講義を専門職が学校で行う（必須とする） 1

職場内での理解、人員確保 1

どうせ生理休暇の取得率は悪いので、受診したらその医療費は会社が出してくれる制度
にして、受診を促す。（男性でも誰でも、生理以外にも体調不良で会社を休む時は、受
診料をサポートする制度にしたら良い）。学校検診のように、産業医による問診にも、
生理に伴う症状を答える質問項目を入れる。 1

常識としてテレビなどで周知する 1

テレビ、SNSなどのメディアで取り上げてもらうこと。周知をしてもらう。 1

わかりやすくする 1

企業内で専門家が情報提供を行う 1

産婦人科受診のハードルを下げるにはどんな流れになるのかの周知が必要。CMによる広
報。ネット情報は深堀する人には良いが正しい内容とは限らないため。 1

ユースクリニックや学校、公民館、コンビニとかもっと気軽に身近に相談できるブース
を設ける。そこに専門職がいるようなイメージ 1

治療で治る事を知らせる 1

薬剤の開発と改善した人の取材 1

学校での性教育。健康診断のときに、女性の健康支援相談を必須にするなど。 1

地域の助産師にまず相談できる 1

指導の必要性 1



その他のご意見（自由記載）

•啓発について
• もっと若いときに知識や情報が欲しかった
• 女性の就労に対する差別意識の改革が必要
• 月経は日常生活の一部と化しており、意識しない
• 精神症状についても啓発を進めてほしい
• 親への学習の機会
• 学校教育用に指導資料やパンフレットを作ってほしい
• PMSに関する教員や家庭への周知
• 包括的性教育
• ACジャパンのCM（生理に伴う症状がつらければ受診を、など）
• SNS媒体
• 男性への情報提供

50件の回答があった



その他のご意見（自由記載）

•就業について
• 時短勤務、生理休暇、在宅ワーク推奨をしてきた

• 生理休暇に公的補助（現在は無給扱いなので）

• 周知や理解だけでは足りない、働き方全体の改善が必要（オンライン
就労など）

• 不安定雇用やオンラインに移行できない（医療保険福祉系のケアワー
ク等）に従事する女性全体に恩恵を行き渡らせる必要がある

• 当事者以外への支援（制度があっても利用しにくいため）



その他のご意見（自由記載）

• 受診支援、相談窓口について
• ウィメンズヘルス全体が気軽に相談できない状況。産婦人科の待ち時間が長く、受
診ハードルが高い。

• 受診サポート支援、夜間診療補助、専用外来窓口の設置
• 医師とのチャットやメール相談
• クリニック以外の選択肢（助産所、保健活動プログラム）
• 大学の巡回バス検診、助産院での相談窓口、助産師が一緒に受診、など
• ユースクリニック、ピルの普及。
• 助産師会と連携し、助産師が女性ヘルスケアの担い手になれるようにする。
• ピルの薬価を下げる（ナプキン負担にしても費用面の負担が大きい）
• 養護教諭→産婦人科へのルート
• 小児科医と産婦人科医が連携
• 思春期を内科や小児科でも対応可能にする 思春期世代を診察できる医療機関情報
をオープンにする

• 健診で項目に当てはまれば受診対象にする



わ た しらしい ライフプ ラン を 考 える

月 経 随 伴 症 状 と

上 手 に つきあう



月経にともなう腹痛や頭痛、気分の落ち込み
このような負担は人によって様々です。

実際に、4人のうち３人の女性が月経前・月経中に身体や心の不調である月経随伴症状を抱えていると
いわれています*。また、多くの女性が経験する身近な不調でありながら、これまで「仕方のないこと」として
がまんされてきました。

でも実は、こうした月経随伴症状は、学業や仕事のパフォーマンスを大きく低下させるだけでなく、
将来的なキャリア形成にも影響を及ぼすことがわかってきています。
そして、それを放置することで、社会全体としても大きな経済的損失につながっているのです。

本冊子では、月経にともなう症状と社会的影響について、
1）プレゼンティズム・アブセンティズム
2）生活の質（QOL）
3）経済的影響
の3つの視点から、最新の研究結果をもとに、わかりやすくご紹介します。
「つらい」と感じたとき、それは心と体からの大切なサイン
立ち止まって、自分の心と体に向き合ってみませんか？

プレゼンティズム（presenteeism）は、出勤・登校していても、痛みや不快感のために集中できず、本来の力が
出せない状態です。
アブセンティズム（absenteeism）は、月経痛や体調不良により学校や仕事を休まざるを得ない状態のことを指します。
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② 月経前症候群（PMS）や月経前不快気分障害（PMDD）

③ 過多月経・異常子宮出血
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月経前症候群（PMS）・月経前不快気分障害（PMDD）と社会生活
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C. PMS・PMDDを生産性と経済面から考える
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過多月経・異常子宮出血と社会生活
A. 過多月経とプレゼンティズム・アブセンティズム

B. 過多月経とQOL

C. 過多月経を生産性と経済面から考える

D. 過多月経・異常子宮出血への上手な対処法

3
プレゼンティズム・アブセンティズムって何？

QOL（Quality of Life）とは、「生活の質」を意味し、心と体がどれだけ健康で、自分らしく過ごせているかを表す指標です。
身体面のQOL：月経痛、吐き気、だるさ、頭痛により、家事や仕事、趣味を楽しむ余裕がなくなることなどがあります。
精神面のQOL：イライラ、不安、気分の落ち込みにより、人間関係や社会活動に影響を与えることもあります。

生活の質（QOL）とは？ 心と体の両面から考える

月経に関連する不調は、女性一人ひとりの問題にとどまらず、社会全体の経済にも影響します。

経済への影響

はじめに

*Tanaka E et al. J Med Econ 2013;16:1255-1266
Armour M et al. J Womens Health (Larchmt). 2019;8:1161-1171
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月経に関連する

症状・疾患 こんな症状に心当たりありませんか？

イライラして周囲に当たってしまう
生理が始まると元気になる

生理の1週間前から気分が不安定になる
食欲が止まらず、甘い物ばかり食べてしまう

月経前症候群・月経前不快症候群2

「生理前、心も体も限界になっていませんか？」
生理の1～2週間前から、気分が落ち込む・イライラする・集中できないなど、心や体に様々な
不調があらわれることがあります。これが月経前症候群です。
なかでも、特に精神症状が強く、仕事や人間関係に支障が出るほどのものは月経前不快症
候群と呼ばれます。

生理前にだけ出現し、生理開始後に軽快する主な症状

こころの
症状

からだの
症状

・胸の張りや痛み
・食欲増進（甘い物が止まらない等）または減退

・食腹部の張り、便秘
・疲労感、眠気、不眠

・気分の落ち込み、不安、涙もろさ
・集中力の低下、無気力

あてはまる症状はありますか？

・イライラ、怒りっぽさ、人とのトラブル
・自己否定感、「消えてしまいたい」と感じる

過多月経・異常子宮出血3

「出血量が多すぎる、生理が止まらない…それ、放っておかないで」
ナプキンを1～2時間ごとに替えなければならない、夜も漏れてしまう、不正出血が続く…
こうした「いつもと違う生理」や「生理ではない出血」は、過多月経や異常子宮出血と呼ばれる
状態かもしれません。

「毎月のことだから」「みんなも大変そうだから」と、

つらさをがまんしていませんか？

月経の症状が日常生活や心の安定に影響しているなら、

それは“病気”かもしれません。 

がまんせず、一度相談してみましょう。 

主な症状

・下腹部の強い痛み
・頭痛、めまい

・腰痛や足の付け根の痛み
・発熱（軽度の場合あり）

・吐き気、嘔吐、下痢
・鎮痛薬を飲んでも効かない／毎月必ず薬が必要

市販薬では痛みのコントロールがむずかしい
痛みと一緒に、吐き気や下痢などがある

月経痛・月経困難症1

「毎月くる強い痛み、がまんしていませんか？」
月経のときに起こる下腹部の痛みは、多くの女性が経験しています。でも「普通の痛み」と思って
いても、日常生活に支障があるほどの強い痛みは「月経困難症」かもしれません。

あてはまる症状はありますか？

生理初日に寝込むことがある
痛みで学校や仕事を休んだことがある

主な症状

・経血量が非常に多く、ナプキンを1～2時間で替えなければならない
・夜用ナプキンでも足りず、就寝中に漏れてしまう
・生理期間が8日以上続く
・生理以外の時期にも不正出血がある（性交後、排卵期など）
・ふらつき、立ちくらみ、息切れ（貧血の症状）

あてはまる症状はありますか？

ナプキンを頻繁に替えないと間に合わない
鉄剤を飲んでいる／貧血だといわれたことがある
生理が止まったと思ったらまた出血した
出血量の多さで外出を避けてしまう
更年期かな？と放置している
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1
Chapter

月経困難症と社会生活

A 毎月やってくる月経痛。多くの女性が「がまんできるから」と無理をしながら学校や
仕事に向かっています。でもその“がんばり”が、生産性の低下や健康への影響に
つながっているかもしれません。

月経困難症とプレゼンティズム・アブセンティズム

日本人女性を対象とした調査では、痛みを含む月経症状が重いほど、プレゼンティズムのスコアが高いことが
明らかとなっています（Koh, 2025）。さらに、月経痛が重いほど仕事中のパフォーマンスが低下し、月経量が
多い場合にはそのリスクが2倍以上に上昇するとされています（de Arruda, 2024）。

学生も同様で、看護学生の9割以上が月経困難症によるプレゼンティズムを経験しており、体調不良でも実習に
出席しないといけない状況が、集中力の低下につながることがわかっています。（Abreu-Sánchez, 2020）。
無理をして出席を優先する理由として、「痛みを理由に休めない」「周囲への責任感」「罪悪感」なども
挙げられています。

このような月経困難症によるプレゼンティズム、アブセンティズムは、働き方の工夫や、支援環境を整えることで
改善できます。ドイツの研究では、月経痛について職場でオープンに話せる環境が、女性のプレゼンティズムを
軽減する可能性があることが報告されています（Cook, 2023）。また、日本では月経管理アプリの活用に
よって月経困難症の発症リスクが下がり、労働生産性が改善されたという報告もあります（Song, 2018）。

働き方の工夫と周囲のサポートが効果的

休めない？「アブセンティズム」の現実

本来の力が出せない「プレゼンティズム」

日本人女性を対象とした調査では、月経困難症の症状が重い人ほど、生活満足度が下がることが報告されて
います（Mizuta, 2022）。特に、慢性的な痛みがQOLに著しい影響を与え、心理的なQOLも低下します。
また、海外の調査でも、月経痛を抱える女性のQOLが、そうでない女性に比べて低いことが報告されています
（Fernández-Martínez, 2019／Pouraliroudbaneh, 2024）。これらの結果は、「痛みがあると気分も
沈みがちになり、毎日がつらく感じる」実感と一致します。

月経痛が続くとQOLが低下

月経痛の重さには、睡眠時間や栄養バランス、喫煙、運動習慣も関係しています。睡眠不足や休日と平日
での生活リズムのずれ（ソーシャル・ジェットラグ）があると、症状が重くなりやすいことが報告されています
（Kazama, 2015／Komada, 2019）。また、動物性たんぱく質やビタミンD・B12の摂取が少ない人では、
月経痛が強くなる傾向があるともされています（Naraoka, 2023）。定期的な運動習慣がある人ほど月経時の
苦痛が軽いという報告もあります（Mizuta, 2022）。

睡眠や運動も月経痛に影響

月経痛は身体的な問題だけではなく、メンタルヘルスにも大きく関わっています。働く女性を対象にした
日本の研究では、月経症状があることで不安やうつ症状が強まり、心理的なQOLが著しく低下することが
明らかにされています（Shimamoto, 2021／Matsumura, 2023）。
 
さらに、月経痛に対して、気晴らしをするなどの「柔軟な対処法」が身についていない人ほど、うつ症状の
傾向が強いことが報告されており（Kato, 2021）、痛みにどう向き合うかという視点も大切であることが
示されています。

月経痛はメンタルヘルスにも影響

日本人を対象とした調査では、月経症状のために、家事や学業を含む労働を月に1.4日欠勤すると試算
されています（Tanaka, 2014）。スペインの女性を対象とした研究では、3人に1人が月経による欠勤を
考えたにもかかわらず、実際に休めた人はわずか17％程度にとどまりました（Leon-Larios, 2024）。
職場での評価を気にする心理的要因が、仕事を休みにくくしている可能性があります。
 
学生では、月経困難症のある人は、そうでない人に比べて欠席のリスクが約7倍に上昇することも報告されて
います（Fernández-Martínez, 2019）。また、各国の研究でも、10～50％の学生が月経症状による年間
複数回の欠席を経験しており（Söderman, 2019／Armour, 2019／Davis, 2018）、月経症状が
学業にも影響を与えています。

B
月経困難症は、単なる「毎月の痛み」ではありません。下腹部痛や頭痛、吐き気などの
身体的なつらさに加え、気分の落ち込みや不安感など、心の状態にも影響を及ぼします。
その結果、仕事や学校だけでなく、日常生活の様々な場面で「生活の質（QOL）」が
低下します。

月経困難症とQOL
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前述のように、月経困難症のある女性は、出勤していても思うように働けない「プレゼンティズム」、あるいは
欠勤せざるを得ない「アブセンティズム」を経験することが多くあります。
ブラジルやオランダの研究では、月経痛のある女性のうち、年間20日以上も本来のパフォーマンスを発揮
できない日があるとされており、その多くが職場に「月経が理由」とは伝えていません（de Arruda, 2024／
Schoep, 2019）。
学業においても、月経困難症が学業成績に影響を与えるものの、月経について教職員に相談できる学生は
少ないという報告もあります（Armour, 2019）。

パフォーマンスの低下にも関連

夜勤が多い、勤務時間の間隔が短いなどの勤務環境は、月経のリズムや痛みを悪化させる要因となることが
指摘されています（Mayama, 2020／Nishikitani, 2017）。また、月経痛を抱える看護師は離職を考える
傾向が強く、これが医療現場全体の人手不足にもつながるリスクがあると示唆されています（Ota, 2023）。

職場環境や勤務体制も大きな影響

月経困難症のある女性は医療費が2～3倍に増える傾向があることが、日本の研究でも報告されており、
通院や薬代といった経済的負担が続いています（Akiyama, 2017）。
また、これらの月経困難症による生産性の低下や治療費などを合わせた年間の損失は、1人あたり数千ドル規模に
上ることが明らかになっています。アメリカでは年間最大約6,300ドル、韓国では約4,000ドルの経済的負担が
あると報告されており（Sims, 2024／Han, 2022）、これが多くの女性にとって現実的な問題になっています。
一方で、日本人を対象にした研究では、婦人科受診による症状の軽減は、1人あたり月3,522円の純経済的
利益をもたらすのに対し、市販薬による自己対処では1,290円の損失となる計算が示されました。また、
低用量ピルによる治療を受けた場合は、月6,932円の利益が得られました。これらの結果から、医療機関での
適切な治療が、女性のQOLの改善だけでなく、労働生産性の向上や経済的損失の軽減にも寄与することが
明らかとなっています（Tanaka, 2014）。

経済面での影響

C 毎月繰り返す月経痛。その影響は、体の不調だけにとどまりません。知らず知らずのうちに
仕事のパフォーマンスを下げたり、医療費がかさんだりと、女性自身や社会全体にも大きな
経済的な負担をもたらしているのです。

月経困難症を生産性と経済面から考える

月経困難症と社会生活

月経困難症が疑われる場合は、婦人科を受診し、適切に診断・治療を受けることで、QOLが改善される
可能性があります。日本の研究では、低用量ピル（LEP）による治療を受けた女性で、症状の大幅な改善と
ともに仕事のパフォーマンスも向上したことが確認されています（Yoshino, 2022）。また、婦人科の受診に
より症状が軽減される可能性も示唆されています（Tanaka, 2014）。

また、月経管理アプリの活用により、QOLの向上やうつ病リスクの低下にも効果がみられたという報告も
あります（Song, 2018）。こうしたテクノロジーや社会的支援を上手に活用することで、月経にともなう精神的な
負担が改善できる可能性があがります。さらに、定期的な運動の習慣が月経痛を軽減することも示されて
おり（Matthewman, 2018）、生活習慣や職場・学校環境を整えることが、月経困難症による「見えない
不調」を減らす鍵となります。

このように、睡眠時間や栄養バランス、喫煙、運動習慣などもQOLと密接に関連していることがわかって
いますので、こうした生活習慣を見直すことがQOLの改善につながると期待できます。

女性の月経に関する健康支援を整えることは、個人のQOLや働きやすさを支えるだけでなく、社会全体の
生産性や経済的な健全性を守るためにも不可欠なのです。

治療とサポートで変えられる

D 月経困難症への上手な対処法
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月経前症候群（PMS）・月経前不快気分障害（PMDD）と社会生活

A
誰しも月経前になると、気分が不安定になったり、体が重くてつらくなるなどの不調を感じる
ことはあると思います。その程度は人によって様 で々すが、症状が重い場合は月経前症候群
（PMS）や月経前不快気分障害（PMDD）という疾患かもしれません。これらの症状は、
日々の生活だけでなく、職場や学校での生活にも様 な々影響を及ぼします。

PMS・PMDDとプレゼンティズム・アブセンティズム

PMSやPMDDは、学校での集中力の低下（プレゼンティズム）や、欠席（アブセンティズム）に影響を

及ぼしていることがわかっています。日本の高校生を対象にした調査では、約12%の生徒がPMSまたは

PMDDの症状により月に1回以上欠席していることが明らかになっています（Tadakawa, 2016）。特に、

頭痛や腹部の不快感、乳房の張り、不眠などの症状が強い人ほど欠席が増える傾向にありました。加えて、

塩分の多い食事を好む、運動不足といった生活習慣もPMSなどにともなうアブセンティズム（欠席）に

関連しています。

職場での「なんとなく調子が出ない」はPMDDのサインかも

学校生活とPMS・PMDD～集中力の低下や欠席に影響

PMSやPMDDが仕事のパフォーマンスに影響を及ぼすことも、様 な々報告があります。日本の女性労働者を

対象とした調査では、PMSの症状を持つ女性は持たない女性と比べてプレゼンティズムに影響を及ぼす

ことが示されています（Okamoto, 2024）。また、PMDDと診断された女性は、月経前に集中力が続かない、

感情が不安定になる、自信を失うといった症状に悩まされており、それが出勤していても本来の力が出せない

「プレゼンティズム」の状態を引き起こす可能性があることが報告されています（Hardy, 2017）。このような

症状は、仕事の効率だけでなく、同僚との関係にも悪影響を及ぼすことがあります。

また、月経が終わると失った時間を取り戻そうと長時間働いたり、家に仕事を持ち帰ったりする「過代償行動」に

陥り、心身の消耗につながる場合もあります。

PMSの症状とQOL低下との関連は、様々な報告で示されています。PMSを有する女性の調査では、

睡眠や食事、通学・通勤に支障をきたすほどのつらさを感じていること（HadaviBavili, 2024／Quick, 2019）、

大学生を対象とした研究でも、PMSが女性の様 な々生活領域でQOLの低下と関連していることが示されて

います（Bhuvaneswari, 2019）。

PMSとQOL低下との関連

PMDDは特に精神的症状が強く、不安、抑うつ、感情の爆発、自己否定感などが顕著にあらわれます。

PMS患者とPMDD患者を比較した研究では、PMDD患者はPMS患者よりも不安・うつ症状のスコアが

高く、すべての生活領域においてQOLがより深刻に低下していることが示されています（Balık, 2015）。

また、精神科を受診する10代の若年女性では、PMDDの人が他の疾患を併発している割合も高く、より

丁寧なサポートが必要とされています（Uran, 2017）。

PMDDは心の健康にも影響を

B PMSやPMDDによる月経前の「気分の浮き沈み」や体調不良は、QOLの低下にも
つながります。なかでもPMDDは、特に精神症状が重い状態であり、感情のコントロールが
難しくなり、日常生活に大きな影響を及ぼすことがあります。

PMS・PMDDとQOL
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PMSやPMDDを抱える女性は、職場での集中力や感情のコントロールが難しくなることで、パフォーマンスが

下がりやすい傾向があります。中東・西アジアの調査では、PMSを抱える看護師などの医療従事者は

ストレスが高まり、仕事の質が著しく低下するという報告があります（Al-Hmaid, 2024／Mahmoud, 2024／

Kahyaoglu Sut, 2016／Maheshwari, 2023）。

また、PMDDを抱える女性がそのつらさを補おうとして、仕事を家に持ち帰ったり、勤務時間を延ばしたりと

いった過剰な努力をする傾向も報告されています（Hardy, 2017）。

PMSやPMDDの症状が強くなると、仕事を休まざるを得なくなる「アブセンティズム」や、なんとか

出勤しても力を発揮できない「プレゼンティズム」が繰り返され、最終的には離職につながるケースも

あります（Park， 2023）。

職場での生産性の低下

C PMSやPMDDなどの重い症状が続く場合は、「働く力」にも影響を及ぼし、個人の
生産性だけでなく、社会全体にも経済的な損失をもたらすことが明らかになっています。

PMS・PMDDを生産性と経済面から考える

これらの症状を抱える女性の悩みや負担を改善するためには、PMS、PMDDがどういうものかを「知る
こと」がとても大切です。日本において、女性労働者を対象とした調査では、ヘルスリテラシー（健康に
関する知識や活用力）の高い女性ほど、PMSによるプレゼンティズムが少ないことが示されており
（Imamura, 2020）、PMSの正しい知識が症状の軽減を促す可能性があります。日本の別の調査では、
症状の重い人は医療機関を訪れる割合が高く、また受診により症状が軽減することから、医療機関の
受診が有効であることが示されています（Ozeki, 2024）。つまり、PMSやPMDDについて正しく知ることで、
自分自身の対処法の工夫や、周囲からのサポートにつながります。
しかし、日本の調査でもPMSの症状が中程度から重度の女性のうち、積極的に医療機関を受診する
女性は10％程度にとどまっており（Ozeki, 2024）、これらの知識が女性や、その周囲の支える人に十分に
伝わっていないことが示唆されます。

PMS・PMDDを知ることが第一歩

継続的な運動もPMSに関連する症状の改善に役立つこともわかっています。大学生や高校生を対象に
した複数の研究では、運動習慣のある女性ほど、PMSの症状が軽く、気分や体調の安定につながると
報告されています（Kawabe, 2022／Yoshimi, 2019／Chen, 2023）。

PMSの症状改善には運動も効果的

こうした状況を改善するには、女性自身のPMS、PMDDに対する理解に加えて、周囲の理解や職場環境
なども大切です。実際に、職場での柔軟な働き方の導入や、相談しやすい体制を整えることが、プレゼン
ティズムやアブセンティズムの軽減につながることが報告されています（Hardy, 2017）。

このように、PMS、PMDDは表面的にはわかりにくい状態であることから、女性は「がまんをする」という
傾向に陥りがちですが、きちんとした対応で改善する場合もありますので、毎月の月経前の「症状が重い」、
「精神的な不安定さが強い」と感じる場合は、まずは婦人科を受診することをお勧めします。

周囲の理解や環境も大切

D PMS・PMDDへの上手な対処法

月経前症候群（PMS）・月経前不快気分障害（PMDD）と社会生活
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過多月経・異常子宮出血*と社会生活

B

過多月経は、しばしば重度の貧血や疲労、腹痛をともないますが、これらの症状は女性の「生活の質（QOL）」にも

大きく影響します。一般女性を対象とした調査では、その約4割が過多月経による身体機能の低下を経験し

（Kocaoz, 2019）、別の調査でも激しい出血を抱える女性は軽い女性と比較して寝込んでしまう日が

増えることが報告されています（Weisberg, 2016）。過多月経の治療を受けた女性でも、ヘモグロビン値の

回復に長い時間がかかり、疲労感やだるさが長期間続く場合も報告されています（Peuranpää, 2014）。

また、子宮筋腫を持つ日本人女性を対象とした調査では、過多月経が貧血の増加をもたらし、それが

QOLや仕事の効率を悪化させることが報告されています（Koga, 2023）。

思春期の女子生徒を対象にした調査では、月経困難症や過多月経を持つ学生のQOLスコアが全般的に

低く、特に感情が不安定になりやすいことがわかっています（Pogodina, 2022）。

過多月経はQOLを低下させる

過多月経は女性のメンタルヘルスにも影響を及ぼします。過多月経を持つ女性は、そうでない女性に

比べて不安感やうつ症状といった症状が強くみられ、普段の生活に制限を感じることが報告されています

（Karlsson, 2014）。また、出血量が多いことや月経周期が不規則であることは、短時間睡眠や睡眠の質の

低下と関係があることがわかっています（Kennedy, 2022）。

メンタルヘルスにも影響

過多月経とQOL

過多月経にともなう貧血やだるさ、集中力の低下は、働く女性のパフォーマンスを大きく損ないます。日本で

実施された調査では、過多月経にともない鉄剤治療を受けている女性の中で、副作用として吐き気などを

感じている人ほど仕事中の生産性が低いこと示されています（Ito, 2024）。また、心身の不調が強い人ほど、

QOLも低下している傾向がみられます。

さらに、国際的な試験の評価でも、過多月経にともなう症状が集中力の欠如や疲労感につながり、多くの

女性が「なんとなく調子が悪いまま仕事をしている」ことが報告されています（Sims, 2024）。

重い症状が引き起こすアブセンティズム

集中力低下と疲労感がもたらすプレゼンティズム

過多月経にともなう症状が重い場合、女性はしばしば仕事や学校を休まざるを得ない状況に陥ります。

複数の文献の分析では、過多月経のある女性は、そうでない女性に比べて欠勤が多いことがわかっています

（Sims， 2024）。具体的には1ヵ月あたり3.2～17.6時間の欠勤がみられ、特にパートタイムの女性ほど、

その傾向が強いとされています。

A
過多月経とプレゼンティズム・アブセンティズム
過多月経は、出勤していても本来の力を発揮できないプレゼンティズムや、仕事や
学校を休まざるを得ないアブセンティズムなど、女性の生活により直接的な影響を
及ぼします。

＊過多月経は、異常子宮出血のうち特に出血量の多い症状を指します。異常子宮出血には、そのほか
不規則な出血や、長期間にわたる出血などが含まれ、その背景には子宮の病気（子宮筋腫、子宮腺筋症、
子宮がんなど）や排卵障害などが隠れている場合がありますので、いつもと違うと感じたときは婦人科を
受診ください。

COLUMN
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過多月経や異常子宮出血の症状を改善するためには、早期の診断と治療が鍵となります。過多月経や
異常子宮出血の治療法としては、薬物療法（ホルモン療法、止血剤など）、外科的治療（子宮内膜掻爬術、
子宮筋腫切除術など）、鉄剤の投与などがあります。これらの治療により、QOLが回復することは複数の
研究で示されています（Peuranpää, 2014）。また、過多月経の背景に出血性疾患（例：フォン・ヴィレブ
ランド病）がある場合もありますので（Hacioglu, 2016）、きちんと受診することが大切です。

適切な診断・治療はQOLを改善する

異常子宮出血に対する適切な対応は、個人のパフォーマンスやQOLに加えて、社会全体の経済的損失を
改善する可能性があります。米国の研究では、異常子宮出血に対する「子宮内膜切」は費用対効果に優れ、
欠勤日数も減らす効果があるとされています（Miller, 2015）。
また、ドイツの研究では、ラジオ波焼灼療法（RFA）が手術後の合併症を減らし、追加治療の必要性が少ない
ことから、医療費の削減にもつながるとされています（Kessel, 2015）。
このように過多月経や異常子宮出血に対して適切な医療を受けることで、長期的には欠勤の減少や生産性
向上により、結果的に個人及び社会の負担を軽減する可能性もあがりますので、これらの症状が負担になって
いる場合は、ぜひ婦人科を受診ください。

経済面にも良い影響が

過多月経・異常子宮出血と社会生活

D 過多月経・異常子宮出血への上手な対処法

過多月経は、女性一人ひとりの「働く力」に影響し、結果的には経済面にも影響を及ぼします。過多月経の
女性を対象とした調査では、強い月経痛を伴う場合に、特にアブセンティズム（欠勤）が増加し、生産性の
低下につながることが報告されています（Weisberg, 2016）。米国の調査でも、月経出血が多い女性ほど、
仕事に支障が出る傾向が明らかになっています（Marsh, 2018）。
こうした目に見えにくい生産性の損失が、米国では年間15億ドル超の経済損失に相当すると推定され
ています（Miller, 2015）。

C 過多月経を生産性と経済面から考える
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おわりに

この冊子では、多くの女性が、月経随伴症状を経験しているにもかかわらず、これまで

「仕方のないこと」としてがまんされてきた実情をご紹介しました。実際に、学校や職場で

「休みにくい」「理解されない」と感じながら、症状を抱えて日常生活を送っている女性は

少なくありません。

本冊子でご紹介した月経困難症、月経前症候群、月経前不快気分障害、過多月経、

異常子宮出血のそれぞれについて、社会生活に与える影響や症状に対する対処法を

知ることが、改善の第一歩となります。また、このような知識が学校や職場などにも普及する

ことが、女性のパフォーマンスを向上させることにもつながります。

大切なのは、「つらいのは当たり前」と思い込まず、必要に応じて医療機関を受診し、適切な

ケアを受けることです。

自分自身の心と体に耳を傾け、自分らしく、安心して学び、働き、生活するための第一歩を

踏み出せるように。

この冊子が、少しでもお役に立てたら幸いです。
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